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 厳しい経済情勢を反映して、日本全国の地方自治体では行財政改革が重要な課題になって

いる。税収や地方交付税の減少、住民ニーズの多様化に伴って、自治体の財政運営は非常に

難しくなっている。この難局を克服するために、ほとんどの自治体が行政改革に着手してい

る。平成 8 年度以降、全国で集中的に展開された行政改革は、いわば、減量型の行政改革で

ある。職員定数の削減、機構改革、予算のシーリングを典型とする当時の行革手法では、財

政再建を重視する一方で、住民への行政サービスの低減は、ある程度、容認されていたとみ

ることができよう。行政サービスの質や量の低下という犠牲のもとで、財政状況の改善に注

力されていたのが、当時の行革なのである。 

 ところが、平成 12 年度に入って、その様相が大きく変化した。日本全国の地方自治体が、

財政状況の改善だけではなく、行政サービス水準の改善にも着手し始めたのである。バブル

経済の崩壊以降、右肩上がりの経済復興を祈念しつつも、それが果たし得ぬ夢と、多くの住

民･自治体関係者が気づいたときに、財政再建と行政サービスの改善という二重目的の追求

をミッションとする、行政改革が探求され始めたのである。 

 その契機が、三重県が平成 8 年度から導入している事務事業評価システムであることは、

言うまでもないことである。この事務事業評価は、評価対象を施策や政策に拡大したり、評

価時期を事後だけではなく事前や事中（中間）に展開することで、いくつかのバリエーショ

ンに展開することが可能である。今日、こうしたいくつものバリエーションを包括して、行

政評価システムという用語が一般的にも広く普及している。 

 越谷市が平成 13 年度から試行導入を重ねている行政評価は、実は、事務事業の事後評価

に焦点を当てるものである。このレベルの評価は、第一に職員の意識改革を推進する有効な

手立てになると考えられている。職員一人ひとりが担当する事業の対象・手段・意図を整理

することで、職員には、それまで漠然とした意識でしか垣間見られていなかった市民のイ

メージが明確につかめてくるようになるからである。また、事業推進のコストやその財源を

認識することで、最少の経費と最大の効果といった、納税者の目線に自然と近づくことが可

能になるというメリットなどもある。 



 

 

 越谷市が実施している事務事業の事後評価は、その対象を、市が関わる全事務事業に広げ

ることで、庁内のヒト・モノ・カネ・情報といった行政経営資源の配分をより有効に実施す

るきっかけになる。このことは、予算編成、機構改革、職員定数査定、ファシリティー・マ

ネジメント、ナレッジ・マネジメントといった課題の解決策として、整理することが可能で

ある。さらには、事務事業の評価結果を広く公開することで、住民との協働（コラボレー

ション）の前提となる、説明責任の遂行や情報公開の徹底が促進されよう。 

 越谷市の改革は、こうした行政評価の効用を最大限に活かすことで、大きな成果を期待さ

れる。これまで以上に市役所が一体となった行政評価への取り組みが、越谷市の大きな課題

になっているのである。 
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I. 行政評価制度の位置付け 

本市において導入する行政評価制度は、行政運営上の課題を克服し、市民満足度の向

上を図るためのツールとして位置付けられている。本市には目的を定めて効率的・効果

的に行政運営を進め、また同時に市民参画を進めていくための手段として様々な仕組み

が既に存在する。目的という視点では、「第 3 次越谷市総合振興計画」を策定し各課に

おいて遂行中である。効率的・効果的という視点では、予算編成や定数管理、機構改革

などによって内部の改革を進めている。また市民参画という視点においては、「地区ま

ちづくり推進計画」をはじめ様々な市民参画の仕組みもできつつある。さらには市長へ

の手紙（電子メール）や情報公開制度の導入により市民への説明や情報提供をおこなう

仕組みも整備されている。しかしながら、それで十分とは言えない。今後、地方分権が

進み、自治体の業務が増加するとともに、自己決定・自己責任がこれまで以上に求めら

れるようになる。社会経済環境の変化も目まぐるしく、税収の安定的確保が難しいこと

から、多様な市民ニーズに対応できる財政の維持も困難な状況である。納税者である市

民の行政に対する目も厳しい。このような状況の中で、サービスの水準を落とさず、自

治体としての役割を果たしていくためには、これまで以上に「ヒト・モノ・カネ・情

報」（資源）を最適配分していけるような組織体としていかなければならない。同時に、

市民への説明責任も果たしていく必要がある。資源を最適配分するための手段として、

また、市民に説明責任を果たしていくための価値ある情報を整備するための手段として

の仕組みが行政評価制度なのである。 

行政評価制度を導入することで、行政内部においては、計画、予算、組織・定数、人

事・研修といった、連携が弱かった個々の行政運営の仕組みを相互に関連付け、「ヒ

ト・モノ・カネ・情報」の最適配分を実現することが可能になると考えられる。また、

市民との関係においては、効果的な行政を実現することが結果的に市民にとっての利

益・満足度につながり、整理された行政運営のプロセスと成果を積極的に公開すること

で市民に対する説明責任を果たすことにもつながると考えられる。 

逆にいえば、行政評価制度を有効に活用していくためには、本市の最上位計画である

総合振興計画が計画どおり進められているか確認し、「ヒト、モノ、カネ、情報」と

いった経営資源を最適に配分し、戦略的な行政運営を推進していくための全体的な仕組

みが必要となる。行政評価制度は、その中の一部分であると同時に、システム全体をう

まく機能させるための潤滑油として位置付けられる。 
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図表 1：【越谷市行政評価制度の位置付け】 

レベル３

レベル２

レベル１

越谷市の行政評価制度の位置付け

第3次越谷市総合振興計画（H12～H22）
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事務・事業
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行政評価システム（効果・成果の測定）

　

　
　
　　第3次越谷市行政改革大綱
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織

　　　　　　　　　《目標》住民満足度の向上（越谷に住んでいて良かったと思えるように）
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導入目的その２：限られた資源の最適配分による効果的、効率的な行政運営
　　　　　　　　　　　＝最少の経費で最大の効果（成果）を実現する(地2条第⑭項）
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II. 越谷市の行政評価制度の導入目的 

本市においては、次の 3 つの目的と最終目標である「市民満足度の向上」の達成を目指

して行政評価制度を導入することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 適切な評価を事業選択に反映 

行政評価制度を既存の行政運営システムに活用するためには、適切な評価を事業

選択に反映させることが必要となる。 

行政評価制度の導入により、事業目的の妥当性、事業の有効性、効率性、さらに

は事業の貢献度などを検討することで、既存の事業を継続するか、見直しをするか

若しくは事業を廃止するかという意思決定に役立つ情報を提供することができる。 

 

② 限られた資源の最適配分による効果的・効率的な行政運営 

最少の経費で最大の効果をあげるためには、限られた資源を如何に配分するかが

重要な課題となる。資源を投入した結果、どのような成果が得られたかを的確に把

握し、資源の最適配分を図るためには、限られた資源がどこにどれだけ使われてい

るかという資源の消費量を測定することが必要となる。 

しかし、現状の行政運営では、事業ごとに人件費を含めた正確な行政運営上のコ

ストが把握されているわけではない。また、予算はその執行率が問題とされる傾向

にあり、予算編成時に十分な見直しが行われているとは限らないのが現状である。

行政評価制度を導入することで既存の行政運営システム（予算編成、人事定数管理、

総合振興計画との関連付け等）への活用を図り、効果的・効率的な行政運営を行な

うことができると考えられる。 

① 適切な評価を事業選択に反映 

② 限られた資源の最適配分による効果的・効率的な行政運営 

③ アカウンタビリティ（説明責任）の充実 

（最終目標） 市民満足度の向上 
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③ アカウンタビリティ（説明責任）の充実 

行政運営の成果は、従来から市の広報などで市民に公開されている。しかし、そ

の成果として公開されているものは事業の成果を十分に説明しているものとはいえ

ない。例えば「道路舗装工事 50m、交通指導員の確保 30 人」というように、行政

運営の結果を公開しているにすぎない。道路を舗装した結果どのような成果が得ら

れたか、交通指導員を確保し、街頭指導を行った結果どのような成果が得られたか、

といった市民満足度の視点からの行政運営の成果は公開されていない。また、主要

施策に含まれない窓口業務や内部管理事務のようなものについては、それが行政運

営に必要不可欠なものであるにも拘らず、例えば業務量や人件費のような結果さえ

も公開されていないのが現状である。 

 

 最少の経費で最大の効果（成果）を！

効果《成果》 

コスト分析 効果（成果）測定 ＋

経費 

　市民への説明責任（アカウンタビリティ）と市民参画の促進

評価結果の公表

市民からの意見

レベル１ 事務・事業

目標・ビジョン

レベル３

政策

レベル２ 施策

市
　
　
　
民

モニタリング

政策評価

事務事業評価

施策評価
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行政評価制度という仕組みを行政運営の中に組み込むことで行政運営の目標とそ

の結果・成果を明確にすることができる。その成果についてプロセスを含めて市民

に公表することにより、アカウンタビリティを充実し、市民の行政への参画を通じ

て市民満足度の向上につなげることができる。 
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図表 2：【越谷市行政評価制度の導入目的】 
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２）顧客（市民）主義への転換
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４）権限と責任の明確な組織

ニュー・パブリック・
マネジメント理論

市民満足度の向上

①社会・経済環境 の変化  ②市  民  の  意 識 変 化
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 【行政評価システムの導入】
  　事務事業評価の実施
　　・事業目的の妥当性
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　　・事業の効率性

 【行政評価システムの導入】
   既存の行政運営システム
    への活用
　・予算編成への反映
　・人事定数管理
　・総合振興計画との関連付け

 
      【行政評価システムの導入】
      行政の説明責任と市民参画
　　・評価結果の公表
　　・市民意見の反映
　　・行政と市民の役割分担

　　　　　【行政運営の課題】
　　　①政策・施策・事務事業の見直し

・目的が明確でない事業が毎年繰り返さ
れていないか
・目的が重複する事業がないか
・組織定数にとらわれていないか

　　　　　　【行政運営の課題】
　　　　　②財政の健全性の確保

・予算調整時に十分見直しが行われているか
・正確な事業別コストを把握しているか
・使いきり予算による弊害はないか
・支出に見合う成果が十分あるか

　　　　　【行政運営の課題】
　　　　③行政の説明責任の充実

・行政運営の成果に関する説明が十分
できているか
・各種の実績報告書は事業の成果を十
分に説明しているか
・市民ニーズに十分対応しているか

アカウンタビリティの充実
効果的･効率的な行政運営

資源の最適配分

適切な評価を事業選択に反映
（継続・見直し・廃止）

Plan

Do
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Do
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情報公開

市民参画

評価
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III. 14年度の取組み（概要） 

第 3次越谷市総合振興計画前期基本計画及び第 3次越谷市行政改革大綱において位置付

けられている「行政評価制度」の導入に向け、平成 14年度は平成 13年度の検討結果を踏

まえ、課題等の整理を行なうとともに、21 のモデル事業を選定し、試行として事後評価

を実施した。平成 14年度の取組みの概要は以下のとおりである。 

 

1.  事業の整理 

4 月から 6 月にかけて企画課、財政課、事務管理課の関係３課で連携をとり、事業の

整理を行った。 

 

2.  事務事業評価表の見直しと評価表記入マニュアルの作成 

7 月から 9 月にかけて、企画課、財政課、事務管理課、職員研修室の職員からなる

『行政評価制度検討委員会準備会議事務局』において、モデル事業評価に向けたパイ

ロットテストを実施し、平成 13 年度の準備会議で作成した「事務事業評価表」の見直

しを行った。また、評価表を記入するための「評価表記入マニュアル」を作成した

（「Ⅹ．参考資料 2．事務事業評価表記入マニュアル」参照）。 

 

3.  モデル事業評価 

10 月に事務局とモデル事業担当課の職員からなる『行政評価制度検討委員会準備会

議』を新たに設置した。ここでは、モデル事業担当課長への説明会を含めて全 7 回の会

議を開催し、モデル事業の評価と課題等の整理を行った。 

モデル事業は、第一期実施計画に位置付けられた事業の中から一定の基準により選定

した。全部で 21の事業からなるモデル事業を対象に、平成 13 年度に実施した事業内容

の事後評価を行った。 
 
 
 
 
 

期 間 平成 14年 10月から平成 15年 2月まで 
内 容 モデル事業の評価と課題等の整理 
結 果・モデル 21事業の評価を行った。 

・評価表の構成、記述方法についての様々な意見（外部評価が必要等）が出された。 
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4.  職員研修 

平成 14年 3月の管理職研修に引き続き、9月と 10月に関西学院大学産業研究所の石

原俊彦教授を招き、主任相当職以上課長補佐相当職以下の職員約 700 人を対象に『行

政評価とは何か』というテーマで講演会を実施した。 

講演会終了後に実施したアンケート結果からも、約 86 パーセントの職員が「コスト

を正確に把握するとともに成果をきちんと評価して市民に説明する新たな仕組みづくり

が必要」と回答するなど、職員の行政評価への関心が高いという結果がでている（「Ⅷ．

職員の意識 7」参照）。 

 

 

 

 

 

 

5.  行政視察 

9 月下旬には、越谷市の行政評価制度の構築に向けて参考とするため、愛知県名古屋

市役所と三重県庁への『行政視察』を行い、行政経営の仕組みや外部評価等について有

用な情報を得ることができた。 

 

 

 

6.  その他（既存の行政運営システムとの連携） 

行政評価は、既存の制度と密接に係わりがあることから、平成 14 年度は、図表 3 の

とおり、既存の仕組みとの係わりを十分に考慮し作業を進めた。具体的には、モデル事

業の評価表を作成するにあたって、第一期実施計画の実績調書及び第二期実施計画の策

定調書と整合性を持たせるよう留意した。これは、将来的に行政評価関連調書と実施計

画関連調書を統合するための布石でもある。 

また、行政運営の中に PLAN－DO－CHECK－ACTION の、いわゆるマネジメント・

サイクルを構築するためには、評価結果を予算や事業計画の策定と有機的に結合してい

く必要がある。このためには共通する情報を可能な限り整理して一元管理することが有

日 程 平成 14年 9月 19日（木）、平成 14年 10月 16日（水） 
場 所 中央市民会館 劇場 

講 師 関西
かんせい

学院大学産業研究所教授 石原俊彦氏 
対 象 主任相当職以上課長補佐相当職以下の職員 約 700人 
テーマ『行政評価とは何か』 
◎ 講演会終了後にアンケートを実施  
約 86パーセントの職員が「コストを正確に把握するとともに成果をきちんと評価して市民に説
明する新たな仕組みづくりが必要」と回答 

日 程 平成 14年 9月 27日（金） 
視察先 愛知県名古屋市、三重県 
目 的 越谷市の行政評価制度構築の参考とするため 
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用であると考え、モデル事業評価表の記入にあたっては、関係各課から収集済みの第一

期実施計画の実績調書及び第二期実施計画の策定調書のデータを有効活用した。 

 
図表 3：【14年度の取組みのフロー】 

 

 

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

【第一期実施計画平成１３年度実績調書及び第二期実施計画策定との係わり】
※１

【財政課との係わり】
※２
※３当初予算の査定結果を基に第二期実施計画の最終調整を行う。

7月

5月

財政課

事業別予算編成

2月

3月

11
月

8月

9月

平成15年3月

第３次越谷市総合振興計画（第一期実施計画）の平成１３年度の実績調書及び第３次越谷市総合振興計画（第二期実施計画）の
データを利用する。

第二期実施計画の市長査定結果を財政課に報告する。

第二期実施計画策定 行政評価

10
月

12
月

1月

所管課
企画課

4月

6月

第一期実施計画１３年度実
績調査結果報告書作成

回収

分析

報告書市長決裁 報告書市長決裁

実績調書に関する市
長決裁

事業最終決定

モデル課職員選
出依頼(8/30)

調書
作成

連携

職員
選出

職員選出(9/6)

事業別予算会議（5/10)

流山市視察(4/19)

事業別予算会議（6/24)

職員研修
　対象：主任～課長補佐級 (10/16)

 第二期実施計画策定
に関する「市長」決裁

計画書市長決裁

職員研修
　対象：主任～課長補佐級 ( 9/19)

視察（9/27:名古屋市、
　　　　　　　三重県）

事務局会議（7/15)

事務局会議（7/25)

事務局会議（8/7)

事務局会議（8/29)

事務局会議（9/20)

評
価
表
・
記
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
作
成

第1回準備会議(10/22)

第２回準備会議(10/31)

第３回準備会議(11/15)

第４回準備会議(11/22)

第５回準備会議(12/11)

第二期実
施計画調
書作成

復活要求

※１：データ利用

※３：結果

配布

第６回準備会議(2/13)

１５年度当初
予算編成

2次評価
（ﾓﾃﾞﾙ事業
担当課長）

事務局会議（12/27)

モデル事業に関する
アンケート実施 (1/6)

行政評価（２次評価）に関す
る説明会(1/24)

事務局会議（3/26  )

事
業
の
整
理

課長内示

１　評価の検証（課題等）
２　各種マニュアル・研修プログラムの完成
３　平成14年度報告書の検討・作成
４　次年度以降実施事項の検討配布

※３：結果

         説明会(9/18)

回収

 内部調整
ヒアリング

第1次採択結果「部長」決裁
課長内示

 内部調整

部長・市長査定

最終調整

調書作成依頼(9/2)

　※：２報告　※：２報告
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IV. モデル事業評価 

1.  モデル事業評価の意義 

 

行政評価を制度として全庁的に導入するため、本市が行っている全ての事務事業を洗

い出すには、膨大な作業が要求されることになる。また、導入初年度から全ての事務事

業について評価を行なうことは、評価表フォームの作成、事務事業の整理などもあり、

評価自体が不十分なものとなる恐れがある。そこで本市においては、行政評価制度の導

入は長期的な展望に基づいて段階的に行なうこととした。 

評価の仕組みを職員に徐々に浸透させるとともに将来行政評価制度を全庁的に導入す

る際に留意すべき事項や対応策の検討を行なうため、導入初年度となる平成 14 年度は、

まずモデルとなる事業を選定し、当該事業について事務事業評価を実施した。 

モデル事業評価の実施にあたっては、従来の事務局メンバーに加え、モデル事業の担

当係長及び担当課長も加わることで、職員からの貴重な意見を得ることができ、また、

今後全庁的に行政評価を実施していくための問題点の抽出や評価表フォームの改善すべ

き内容について議論することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪モデル事業評価の主な目的≫ 

 

その 1 行政評価制度を全庁的に導入する際に留意すべき事項と対応策の検討を行い、 
    課題を整理して改善点をまとめること。 
その 2 行政評価制度を確立していくために必要な実務研修の手法を検討すること。 
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2.  モデル事業評価の流れ 

 

モデル事業評価を実施することにより、行政評価制度を全庁的に導入する際に留意す

べき事項や対応策の検討を行なうことを目的としたことから、約半年間かけてモデル事

業評価を実施した。モデル事業評価の概略は次のとおりである（図表 4「モデル事業評

価の流れ」参照）。 

 

(1) モデル事業の選定 

8 月から 9 月にかけて、事務事業評価の対象となるモデル事業を選定し、モデル事

業の担当者の選出を行った。 

 

(2) 導入研修 

モデル事業の評価を行なう前に、まず行政評価とはどのようなものかというところ

から、なぜ行政評価制度が必要なのかという職員の動機付け研修を実施した。モデル

事業の担当者を対象に、全国の行政評価システムの導入状況や行政評価導入の手法を

はじめ、本市における行政評価の検討状況等、行政評価制度に関する基礎的な研修を

行い、職員の共通認識を図った。 

 

(3) 行政評価制度検討委員会準備会議 

10 月に事務局とモデル事業担当課の職員からなる『行政評価制度検討委員会準備会

議』を新たに設置し、モデル事業担当課長への説明会を含め、全 7 回の会議を開催し、

モデル事業の評価と課題の整理を行った。 

 

(4) モデル事業評価に関するアンケート 

モデル事業評価に関する課題の整理を行なうために、１次評価終了後にモデル事業担

当者を対象にアンケートを実施した（「Ⅳ．モデル事業評価 7．モデル事業課へのア

ンケート」参照）。 

 



 

－12－ 

図表 4：【平成 14年度モデル事業評価の流れ】 

 

タイトル 場 所
出席
者等
人数

内 容 等

平成14年 午前 175

9月19日（木） 午後 183

平成14年 午前 169

10月16日（水） 午後 195

722

平成14年

10月22日（火）

平成14年

10月31日（木）

平成14年

11月15日（金）

平成14年

11月22日（金）

平成15年

12月11日（水）

平成15年

1月　6日（月）

平成15年

1月24日（金）

平成15年

2月13日（木）

モデル事業の選定

24

1

中央市
民会館
劇場

計

13:30
～

15:30

第二庁
舎5階研
修室1､2

《対象》モデル事業担当者
《内容》「業務分担整理表」及び「事務事業評価
　　　　　表」の記入方法について

日 時

動機付け研修導入研修

《講師》
　関西学院大学産業研究所
　　　　　石原　俊彦教授
《対象》 主任相当職以上課長補佐相当職以下
《内容》「行政評価について」

　越谷市の行政評価
制度の基本的事項に
関する共通認識を図
ること。

第１回
準備会議

2

目 的

3
第２回
準備会議

13:30
～

15:30

別館1階
第3､4会
議室

5
13:30
～

15:30
24

第３回
準備会議

4
13:30
～

15:30 《対象》モデル事業担当者
《内容》
　①　「事務事業評価表」の記入
　②　グループ別討議
　③　グループ別の発表

第５回
準備会議
（個別
調整）

《対象》モデル事業担当者
《内容》
　①　不明な点の確認及び未記入項目の記入
　　→調書の完成
　②　課題等の確認

26
別館2階
第5会議
室

13:00
～

17:00

第二庁
舎5階大
会議室

23

第４回
準備会議

7

6

モデル事
業評価に
関するア
ンケート

8

《対象》モデル事業担当課長
《内容》
　①　越谷市の行政評価制度について
　②　平成14年度の取り組みについて
　③　2次評価について

・越谷市の行政評価
制度の基本的事項に
関する共通認識を図
ること。
・モデル事業評価
（2次評価）をする
こと。

15
別館1階
第3会議
室

13:30
～

15:00

2次評価
説明会

第６回
準備会議

9
13:30
～

15:00

第二庁
舎3階会
議室

39

《対象》モデル事業担当課長及び担当者
《内容》
　①　事務事業評価表（2次評価含む）の結果に
　　ついて
　②　モデル事業評価に関するアンケート結果に
　　ついて
　③　課題の検討

　モデル事業評価
（2次評価を含
む。）における改善
点等をまとめるこ
と。

〇
行
政
評
価
制
度
を
確
立
し
て
い
く
た
め
に
必
要
な
研
修
の
手
法
を
検
証

・評価表及び評価手
法を検討すること。
・モデル事業の評価
をすること。

21
《対象》モデル事業担当者
《内容》モデル事業評価に関するアンケート

　モデル事業評価に
関する課題の整理を
行うこと。

《対象》モデル事業担当者
《内容》越谷市の行政評価について－行政評価の
基礎と平成13年度の取組みについて

23
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3.  選定したモデル事業 

選定したモデル事業は以下の 21事業である。 

 

 事業名 事業区分 開始 
年度 

所管課名 

1 都市提携委員会補助事業 その他 

(補助金) 

S57 秘書室秘書課 

2 市政世論調査事業 内部管理 S45 秘書室広報広聴課 

3 行財政評価システム整備事業 内部管理 H12 企画部企画課 

4 公共施設案内・予約システ

ム委託事業 

市民サービス H7 企画部事務管理課 

5 職員被服貸与事業 内部管理 S33 総務部人事課 

6 職員研修事業 内部管理 ― 総務部職員研修室 

7 市民相談事業 市民サービス S44 市民部市民生活課 

8 重度障害者福祉タクシー利

用券給付事業 

福祉 S56 健康福祉部障害福祉課 

9 子育てサロン委託事業 福祉 H10 児童福祉部児童福祉課 

10 時間外保育事業 福祉 S54 児童福祉部保育課 

11 合併処理浄化槽設置費補助事

業 

その他 

(補助金) 

S63 環境経済部環境資源課 

12 防疫活動促進事業 市民サービス S33 環境経済部環境保全課 

13 道路照明灯整備事業 施設整備 ― 環境経済部交通防災課 

14 越谷市観光協会補助事業 その他 

(補助金) 

S47 環境経済部商業観光課 

15 道路改良事業 施設整備 ― 建設部道路課 

16 都市防災河川等整備事業 施設整備 H8 建設部治水課 

17 ふれあい公園整備事業 施設整備 S60 都市整備部公園緑地課 



 

－14－ 

 事業名 事業区分 開始 
年度 

所管課名 

18 入学準備金貸付事業 その他 

(補助金) 

S42 教育総務部総務課 

19 教育ボランティア支援事業 教育 H12 教育総務部指導課 

20 市民文化祭開催事業 市民サービス S45 生涯学習部社会教育課 

21 各種学級・講座開催事業 教育 H3 生涯学習部生涯学習センター 

 

これらのモデル事業は基本的に実施計画に位置付けられた事業の中から選定した。将

来、全庁的に導入する際に留意すべき事項や対応策の検討を行なう必要があることから、

一つの課に偏らないように、できるだけいろいろな課の事業をモデル事業として選定し

ている。具体的な選定基準は次のとおりである。 
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◆モデル事業選定の基準◆ 
≪選定基準その 1≫  
第 3 次越谷市総合振興計画前期基本計画（第一期実施計画）に位置付けられ  

た事業（ 325 事業）のうち、 20 事業程度とする。  
 
≪選定基準その 2≫  
行政評価制度検討委員会準備会議事務局において類型化した以下の 6 つの

事業区分ごとに、それぞれ 2～ 4 事業とする。  
 
ⅰ 内部管理（企画、総務などの内部管理に関係する事務）  
ⅱ 福祉  
ⅲ 教育  
ⅳ 市民サービス  
ⅴ 施設整備  
ⅵ その他（複数年度にわたる事業、補助事業、人件費のみの事業、複数の

課にまたがる事業等）  
 
≪選定基準その 3≫  
開始年度が古い事業を優先する。  

 
≪選定基準その 4≫  
市の裁量で事業の廃止や縮小が可能な事業を優先する。  

 
≪選定基準その 5≫  
一つの課に偏らないこととする。  

 
≪選定基準その 6≫  
行政改革推進本部会議において別途協議中であるアウトソーシングの検討

対象事業は除くこととする。  
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4.  評価の手順 

 

選定したモデル事業について、評価は次の手順で実施した。 

 

 

 

(1) 業務分担整理表の記入 

事務事業評価表に記載する事務事業別の人件費を算定するため、モデル事業課にお

いてまず各課別の業務量の調査を行った。業務量の調査は、係単位で次ページの業務

分担整理表（Part1）（図表 5-1）を作成し、次に、課単位で 1 枚の合計表（Part2）

（図表 5-2）を作成することにより、モデル事業担当課で実施する事務事業別の業務

量を算定する方法を採用した。 
 

(2) 事務事業評価表の記入（1次評価） 

次に、事務事業評価表（図表 6）を作成した。事務事業評価表は、「Ⅹ．参考資料

2．事務事業評価表記入マニュアル」にしたがって、モデル事業担当課の係長が記入

した。 

 

(3) 事務事業評価表の記入（2次評価） 

１次評価後の事務事業評価表を基に、各担当課長が 2 次評価のコメント欄に記入す

ることで 2 次評価を実施した。最終的に提出されたモデル事業の事務事業評価表は

「Ⅹ．参考資料 1．事務事業評価表」に掲げるとおりである。 

各担当係長 各担当課長 各担当者 

業務分担整理表

の記入 

事務事業評価表

（1次評価） 

事務事業評価表 

（2次評価） 
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図表 5-1  業務分担整理表（Part1）
業務分担整理表 平成13年度

番 現在の職務内容 事業番号 事業・業務名

号

1 庶務担当の統括
2 事業の企画調整連絡
3 課の予算・決算
4 議会関係・要望等の資料作成
5 定数・人事
6 監督業務

7 0102011100201 総合企画調整事務事業

8 0102011100202 総合振興計画事務事業

9 0102011100203 行政評価事務事業

10 0102011100204 公共交通事業

11 0102011100205 広域行政事業

12 0102011100301 斎場建設事業

13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

31 部門外業務
32
33
34
35

課共通業務

小計（７から３０までの合計）①

小計（３１から３５までの合計）②

合計①＋②

事業別予算の細々目
コードを１３桁で入
力する。

事業別予算の細々目
の事業名を入力す
る。

<記載例＞

部 課

事務量

合計

0.50 0.50

0.40 0.40

0.10 0.10
1.00 1.00

1.60 0.30 0.10 0.20 0.20 0.50 0.10 0.20
2.70 0.10 0.10 0.10 0.30 0.50 0.60 0.60 0.30 0.10
0.90 0.30 0.10 0.50
1.00 0.10 0.10 0.10 0.30 0.20 0.20
3.60 0.10 0.10 0.50 1.00 1.00 0.90
3.20 0.10 0.50 0.10 1.00 1.00 0.20 0.10 0.20

13.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

13.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

企画 企画調整企画

主任課長
庶務
担当

副主
幹

副主
幹
主査 主査 主任 主任 主任

主任
主事

係・担当

技師 主事 主事 主事

基本的には役職名で
全員入力する。
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図表 5-2  業務分担整理表（Part2） 

 

 

 

業務分担整理表 平成13年度 部 課

(単位：千円）

課合計 ① ② ③＝①×② ⑥＝①＋④⑦＝③＋⑤ ⑧ ⑨ ⑩＝⑦＋⑨

事業番号 事業・業務名 ①人工数 ②人件費単価 直接人件費 人工数 間接人件費 正規職員数 正規職員人件費計 嘱託・臨時職員数 賃金 人件費合計

0102011100201 総合企画調整事務事業 1.60 8,500 13,600 0.15 1,295 1.75 14,895 14,895
0102011100202 総合振興計画事務事業 2.70 8,500 22,950 0.26 2,186 2.96 25,136 25,136
0102011100203 行政評価事務事業 0.90 8,500 7,650 0.09 729 0.99 8,379 8,379
0102011100204 公共交通事業 1.00 8,500 8,500 0.10 810 1.10 9,310 9,310
0102011100205 広域行政事業 3.60 8,500 30,600 0.34 2,914 3.94 33,514 33,514
0102011100301 斎場建設事業 3.20 8,500 27,200 0.30 2,590 3.50 29,790 29,790
0102011100206 男女共同参画計画事務事業 2.00 8,500 17,000 0.19 1,619 2.19 18,619 18,619
0102011100401 市民活動支援事業 1.00 8,500 8,500 0.10 810 1.10 9,310 9,310
0102011100402 越谷しらこばと基金事業 1.00 8,500 8,500 0.10 810 1.10 9,310 9,310
0102011100501 文化推進事業 1.00 8,500 8,500 0.10 810 1.10 9,310 9,310
0102011100201 男女共同参画推進事業 0.60 8,500 5,100 0.06 486 0.66 5,586 5,586
0102011100202 男女共同参画情報事業 0.30 8,500 2,550 0.03 243 0.33 2,793 2,793
0102011100203 男女共同参画相談事業 0.40 8,500 3,400 0.04 324 0.44 3,724 3,724
0102011100204 男女共同参画学習事業 0.30 8,500 2,550 0.03 243 0.33 2,793 2,793

0102011100205
男女共同参画支援センター施
設管理事業

0.70 8,500 5,950 0.07 567 0.77 6,517 6,517

0102011100301
男女共同参画支援センター改
修事業

0.70 8,500 5,950 0.07 567 0.77 6,517 6,517

8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0
8,500 0 0.00 0 0.00 0 0

小計 21.00 178,500 2.00 17,000 23.00 195,500 0 0 195,500

100 課共通業務 2.00 8,500 17,000

999 課外業務 0.00

合計 23.00

④　間接人員　⑤

【業務分担整理表の記入方法】

１　現在の事務分担の職務内容をシートの左に現 状のとおり記入し、シートの右に事務量
（20分の1単位に換算）を担当単位ごとに入力します。
２　シートの中央部分に事務分担の職務（事務）を事業・業務に振り分けます。
３　事業・業務に直接振り分けることができない職務は部門(課）共通業務・部門（課）外
業務に分類します。
４　課全体に係る職務（事務）は部門（課）共通業務に分類します。
５　他課が所管する事業・業務に関連する職務（事務）は部門（課）外業務に分類します。
６　間接人件費は直接人件費の比率で各事業・業務に配賦します。

シート１、２、３、４のデータ
を転記する。
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図表 6 事務事業評価表 

 

□ □ 年度
□無 □有 平成 年度

①事業の対象 □ 個人 □ 世帯 □ 団体 □ その他

実現するための具体的な手法

（単位）

人
人
人

千円

千円

円

円

平成13年度 事務事業評価表（案）　　　　　（作成日　平成　14年　　　月　　　日）

指標式

指標式

指標式

14年度目標 15年度目標12年度実績 13年度目標 13年度実績

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

15年度目標12年度実績 13年度目標 13年度実績 14年度目標

13年度目標

#DIV/0!

14年度予算13年度決算 15年度予算要求13年度予算

どのような状態にしたいのか：

②終了予定年度(3)市の重要施策と
の関連

②
事
業
内
容

（
意
図

）

③手段
対象世代

ⅱ大項目

ⅲ中項目

ⅳ小項目

ⅰ大綱

対象地区

係長名

昭和 平成

室・課名部名

課長名

内線番号等

(5)根
拠法
令等
の名
称

(4)事業期間男女共同参画コード

①開始年度

事
業
の
概
要

具体的に：

所管コード

館・担当

担当者名

事
業
の
実
施
D
O

(1)
事
業
名

(2)事
業の
位置
付け

事業別予算コード

小項目コード 10の推進方策コード

所
管

（7）
事
業
実
績

一 般 財 源 0
13年度実績

国 ・ 県 支 出 金

③
成
果

15年度目標14年度目標

市 債

12年度実績

そ の 他 特 定 財 源

0 00 0

指標名ⅰ

0

（6）
事
業
の
目
的

0 0 0 0

0 0

0 0 00 0

決
算
額

正規職員数
嘱託・臨時職員数

合計

事 業 費
間 接 経 費

コスト合計

人 件 費

減 価 償 却 費

12年度決算

0

事業費予定総額

財
源
内
訳

①
資
源
投
入
量

単位

円単位当りコスト

指標名ⅰ 単位

円単位当りコスト

②
活
動
結
果

指標名ⅰ 単位

① 薄れている 0 1 2 3 薄れていない

② 低い 0 1 2 3 高い

③ 偏っている 0 1 2 3 偏っていない

④ 必要でない 0 1 2 3 必要である

⑤ 十分でない 0 1 2 3 十分である

⑥ 余地がない 0 1 2 3 余地がある

⑦ 同じものがある 0 1 ない
□ 他課 □ 国 □ 県 □ 民間 □ その他 左記名称 ( )

⑧ 余地がある 0 1 2 3 余地がない

⑨ 変更できる 0 1 2 3 変更できない

⑩ 見直せる 0 1 2 3 見直せない

⑪ 削減できる 0 1 2 3 削減できない

コメント： A：課題は全くない B：課題は少しある C：課題が多い D：課題が山積

□ 継続（拡充） □ 継続（改善が必要） □ 継続（縮小） □ 廃止 □ 他の事業に統合 □ 完了

 二次評価者記入欄 コメント： □ 無し □ 有り 平成14年 月 日

事業名

事
業
の
改
革
改
善

所要時間を削減できるか
理由:

理由:

理由:

理由:

事業の成果は十分か
理由:

理　由

理由:

市が行う必要があるか

市民のニーズは高いか

特定の個人や団体に受益が偏っていないか

評価の視点

計
画

(10）
事業
の方
向性

①今後の事業のあり方

③改善により期待さ
れる効果

(9)
課題
と改
善策

②理由

c
h
e
c
k

目的が達成され役割が薄れていないか

妥
当
性

理由:

理由:

貢
献
度

理由:

総合評価
□A□B
□C□D

同じ目的を持つ他の事業はあるか

理由:

事業の成果をさらにあげる余地はあるか

受益者負担の見直しの余地はあるか

記入日

②改善策

①課題

実施機関

廃止・縮小できる余地はあるか

他の手段に変更し、コストを削減できるか

（８）
事
業
の
再
確
認

効
率
性

有
効
性
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5.  モデル事業評価の結果総括 

 

モデル事業の評価結果は「Ⅹ．参考資料 1.事務事業評価表」に掲げるとおりであるが、

その中で「事業の再確認」、「総合評価」、「課題と改善策」、「事業の方向性」に焦

点をあて、評価結果の分析を行ったところ次のようになった（詳細は図表 7参照）。 

(1) 事業の再確認 

選定したモデル事業についてそれぞれ事務事業評価を行い、評価項目を総合的に数

値で表すことを試みた。「事業の再確認」については次の 4 つの視点から 11 項目に

ついてそれぞれ 4 段階評価（0～3）（うち 1 項目は 2 段階評価（0～1））を実施し、

集計した。 

評価の視点 最高点 項目数 

(a)妥当性 12点 4 

(b)有効性 6点 2 

(c)貢献度 4点 2 

(d)効率性 9点 3 

合計 31点 11 

11 項目の評価点の合計点は最高 31 点となる。21 の事業毎に評価点を見ると 22 点

～29 点で平均 26 点、※評価水準は 71％～94%で平均は 84％である。全て 70％以

上の評価水準となっており、評価水準の平均値（84％）以上の事業は、21 事業中 13

事業であった。 
 
※ 評価水準；最高点に対する評価点の占める割合【評価点／最高点×100（単位：％）】
のこと。上の表からもわかるように、(a)妥当性、(b)有効性、(c)貢献度、(d)効率性とい
う４つの評価の視点は、項目数にばらつきがあり、単純に点数では比較できないため、

この値（評価水準）を算出することによって、それぞれの評価の視点を比較できるよう

にした。 

事業が十分成果をあげているかどうか、事業の緊急性が高いかという視点を

重視して事業を評価する場合には、(b)有効性及び（c）貢献度に重点を置い

た評価の検討が必要であると考えられる。 

 

Check! 
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評価の視点別に見ると、（a）妥当性については、合計点は最高 12 点となる。事業

毎に見ると 8 点～12 点に分布しており、平均点は 11 点、評価水準は 67%～100%で

平均は 90％である。評価水準の平均値（90％）以上の事業は、21 事業中 15 事業で

あった。 

(b)有効性については、合計点は最高 6点となる。事業毎に見ると 3点～6点で、平

均点は 4 点、評価水準は 50%～100%で平均は 72％である。評価水準の平均値

（72％）以上の事業は、21事業中 9事業であった。 

(c)貢献度については、合計点は最高 4 点となる。事業毎に見ると 1 点～4 点で平均

点は 3 点、評価水準は 50%～100%での平均は 82％である。評価水準の平均値

（82％）以上の事業は、21事業中 10事業であった。 

(d)効率性については、合計点は最高 9点となる。事業毎に見ると 5点～9点で平均

点は 8 点、評価水準は 67%～100%で平均は 86％である。評価水準の平均値

（86％）以上の事業は、21事業中 14事業であった。 

 

(a)妥当性（評価水準の平均＝90％）や(d)効率性（評価水準の平均＝86％）

の視点と比べると、(b)有効性（評価水準の平均＝72％）や(c)貢献度（評価

水準の平均＝82％）は低く評価されている。 

(2) 総合評価 

「総合評価」については、1 次評価者が「事業の再確認」を行った上で課題がどの

程度あるかという観点から、「A（課題は全く無い）」,「B（課題は少しある）」,

「C（課題が多い）」,「D（課題が山積）」の評価を行った。評価表に総合評価を記

載しなかった事業については“－”を記載している。 

21 事業の総合評価は、「A 評価」が 1 事業（全体の 5%）、「B 評価」が 14 事業

（全体の 67%）、「C 評価」が 4 事業（全体の 19%）、「評価なし」が 2 事業（全

体の 10%）という結果となった。「D評価」の事業は見られなかった。 

課題がどの程度あるかという観点からの評価としたため、「事業の再確認」は 22

点で「総合評価」は「C 評価（課題が多い）」としている事業もあれば、28 点で「C

評価（課題が多い）」としている事業もあった。 

また、「事業の再確認」は 23 点と低く評価されているにもかかわらず「総合評

価」は「B評価（課題は少しある）」としている事業が 2事業あった。 

Check! 
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「総合評価」の判断基準について、課題の有無からだけではなく、より客観

的に判断できるような基準を検討する必要があると考えられる。 

具体的には「事業の結果」、「成果」、「評価の視点」等を含めた判断基準 

を定める必要がある。 

 

(3) 課題と改善策 

ここでは、事業の再確認を行った結果導き出される課題を抽出し、「今後の改善

策」と「改善により期待される効果」を文章で記載することになっているが、「活動

結果」や「成果」、「評価の視点」との関連から課題が導き出されていないものも見

受けられる。  

また具体的な課題が十分に抽出されていない事業もあり、次の「（4）事業の方向 

性」との関連も明確ではないものもある。 

 

課題と改善策が適切に抽出できるように評価表を再検討していく必要がある

と考えられる。 

 

(4) 事業の方向性 

「事業の方向性」については、「事業の概要」、「事業実績」、「事業の再確認」

等の結果を踏まえて、翌年度以降の事業のあり方について、「継続（拡充）」、「継

続（改善が必要）」、「継続（縮小）」、「廃止」、「他の事業に統合」、「完了」

のうち該当する項目を選択した。 

21 事業の方向性は、「継続（拡充）」が 13 事業（全体の 62%）、「継続（改善が

必要）」が 7 事業（全体の 33％）、「継続（縮小）」及び「廃止」が 0 事業、「他

の事業に統合」が 1事業（5％）、「完了」が 0事業という結果になった。 

 

「総合評価」では「C 評価（課題が多い）」とされたものでも「継続（拡

充）」を選択しているものもあり、「事業の方向性」との関連においても

「総合評価」の判断基準を検討していく必要がある。 

 

Check! 

Check! 

Check! 
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図表 7：【モデル事業評価の結果】 
事業の再確認 

（a）妥当性 (b)有効性 

  事 業 名 事業区分 
評価

点① 
評価水準 
（①/12) 

評価

点② 
評価水準 
（②/6) 

1 都市提携委員会補助事業 その他 12 100% 5 83% 

2 市政世論調査事業 内部管理 10 83% 3 50% 

3 行財政評価システム整備事業 内部管理 12 100% 5 83% 

4 公共施設案内・予約システム委託事業 市民サービス 9 75% 5 83% 

5 職員被服貸与事業 内部管理 9 75% 3 50% 

6 職員研修事業 内部管理 11 92% 4 67% 

7 市民相談事業 市民サービス 11 92% 4 67% 

8 重度障害者福祉タクシー利用券給付事業 福祉 10 83% 6 100% 

9 子育てサロン委託事業 福祉 12 100% 5 83% 

10 時間外保育事業 福祉 11 92% 5 83% 

11 合併処理浄化槽設置費補助事業 その他 10 83% 5 83% 

12 防疫活動促進事業 市民サービス 11 92% 4 67% 

13 道路照明灯整備事業 施設整備 12 100% 6 100% 

14 越谷市観光協会補助事業 その他 11 92% 5 83% 

15 道路改良事業 施設整備 11 92% 3 50% 

16 都市防災河川等整備事業 施設整備 11 92% 3 50% 

17 ふれあい公園整備事業 施設整備 8 67% 4 67% 

18 入学準備金貸付事業 その他 12 100% 4 67% 

19 教育ボランティア支援事業 教育 12 100% 4 67% 

20 市民文化祭開催事業 市民サービス 11 92% 4 67% 

21 各種学級・講座開催事業 教育 11 92% 4 67% 

平均値 11 90% 4 72% 

平均値以上の事業数及び全体に占める割合 15 71% 9  43% 

平均値以下の事業数及び全体に占める割合 6  29% 12  57% 
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(c)貢献度 (d)効率性 

評価

点③ 
評価水準 
（③/4) 

評価

点④ 
評価水準 
（④/9) 

評価点

【計】

（①＋

②＋③

＋④） 

評価水

準 
（評価

点

【計】

/31) 

総合評価 事業の方向性 

4 100% 6 67% 27 87% B 継続（拡充） 

4 100% 9 100% 26 84% B 継続（改善が必要） 

4 100% 8 89% 29 94% B 継続（拡充） 

3 75% 5 56% 22 71% C 他の事業に統合 

2 50% 9 100% 23 74% B 継続（改善が必要） 

4 100% 8 89% 27 87% B 継続（拡充） 

3 75% 9 100% 27 87% B 継続（拡充） 

4 100% 9 100% 29 94% B 継続（改善が必要） 

3 75% 8 89% 28 90% B 継続（拡充） 

3 75% 8 89% 27 87% B 継続（拡充） 

3 75% 8 89% 26 84% B 継続（拡充） 

4 100% 9 100% 28 90% － 継続（拡充） 

1 25% 9 100% 28 90% B 継続（拡充） 

4 100% 8 89% 28 90% C 継続（拡充） 

3 75% 8 89% 25 81% C 継続（改善が必要） 

4 100% 7 78% 25 81% B 継続（拡充） 

4 100% 7 78% 23 74% B 継続（改善が必要） 

3 75% 5 56% 24 77% C 継続（改善が必要） 

4 100% 9 100% 29 94% A 継続（拡充） 

3 75% 6 67% 24 77% － 継続（改善が必要） 

2 50% 7 78% 24 77% B 継続（拡充） 

3 82% 8 86% 26 84% 区

分 
件

数 割合 区分 件数 割合 

10  48% 14  67% 13  62% A 1 5% 
継続

（拡

充） 
13 62% 

11  52% 7  33% 8  38% B 14 67% 

継続

（改善

が必

要） 

7 33% 

      C 4 19% 
継続

（縮

小） 
0 0% 

    D 0 0% 廃止 0 0% 

     ー 2 10% 
他の事

業に統

合 
1 5% 

      計 21 100% 完了 0 0% 

         計 21 100% 
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6.  モデル事業評価の成果 

モデル事業評価の実施により、次年度以降に向けた様々な課題や対応策等を抽出した。

これらについては、「Ⅴ．課題と対応策」の章で詳細を記述するが、課題の抽出以外の

主たる成果として以下の 6点を挙げることができる。 

  

 

 

 

 

 

 

(1) 総合振興計画における事業の位置付けと事業目的の再確認 

次図のように事務事業評価表に事業の位置付けや事業の目的を整理して記載するこ

とで、市の全体計画（総合振興計画）における個々の事業の位置付けや事業の目的を

再確認することができた。 
□無 □有 平成 年度

①事業の対象 □ 個人 □ 世帯 □ 団体 □ その他

実現するための具体的な手法

（２）　IDCによる共同運営（365日、24時間対応を可能にするこ
（１）システムのPR

どのような状態にしたいのか：公共施設の予約を市民がインター
ネット等を通じて行う割合を高める。施設予約において市民に便
利さを実感してもらうと同時に施設窓口の負担が軽減される。

②終了予定年度

なし

(3)市の重要施策と
の関連

②
事
業
内
容

（
意
図

）

③手段
対象世代

ⅱ大項目

ⅲ中項目

ⅳ小項目

ⅰ大綱 実現の方策

対象地区 全域

情報化推進計画
(5)根
拠法
令等
の名
称

具体的に：公共施設を利用する住民（市外を問わない）

００９９

都市経営の推進

効率的で計画的な行政運営の推進

事務処理の効率化

(2)事
業の
位置
付け

事業別予算コード

０１０２０１１２００３０４

（6）
事
業
の
目
的

 

 

(2) 人件費等を含めたフルコストの算出による正確なコストの把握 

事業費だけでなく、人件費等を含めたフルコストを把握することで、正確なコスト

が明らかになった。 

 

《モデル事業評価の成果》      
(1) 総合振興計画における事業の位置付けと事業目的の再確認 
(2) 人件費等を含めたフルコストの算出による正確なコストの把握 
(3) 事業実施による活動結果、成果の把握 
(4) 内部における対話のツールとして活用 
(5) 実際に評価を行う上での実務研修等のあり方の検討 
(6) 職員の意識の変化（コスト意識等） 

（単位）

人
人
人

千円

千円

14年度予算13年度決算 15年度予算要求13年度予算

一 般 財 源 33,451

国 ・ 県 支 出 金

市 債

そ の 他 特 定 財 源

1,8611,861

33,451 28,861

1.12 1.121.12 1.12

30,861 30,646

28,8610 30,430 30,861 30,646

0 30,430

1.12 1.12

29,000 28,785
1,861

28,569

1.12
1,861

1.12
1,861

31,590

1.12

27,000決
算
額

正規職員数
嘱託・臨時職員数

合計

事 業 費
間 接 経 費

コスト合計

人 件 費

減 価 償 却 費

12年度決算

0

1.12

事業費予定総額

財
源
内
訳

①
資
源
投
入
量
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(3) 事業実施による活動結果、成果の把握 

事業実施による活動結果及び成果の指標を検討し、その数値指標を経年で把握する

ことができた。また、事業の単位あたりのコストも把握することができた。 

 

(4) 内部における対話のツールとして活用 

モデル事業評価を実施するにあたって、まずモデル事業担当者（係長級職員）が 1

次評価を実施し、次に担当課長が 2 次評価を実施したが、その過程において担当者と

課長が評価表に基づき同じ視点（事業の目的、コスト、成果等の視点）で議論をして

いる。その意味で行政内部における問題解決のための対話のツールとして活用できる

ことが検証できた。 

  

(5) 実際に評価を行なう上での実務研修等のあり方の検討 

モデル事業評価を実施することで、次年度以降において対象事業を拡大していくた

めに必要な実務研修等のあり方が明確になった。 

①  動機付け研修の必要性 

②  専門家による実務研修の必要性 

③  分かり易いマニュアルの作成 

 

(6) 職員の意識の変化（コスト意識等） 

第 1 回の準備会議において、モデル事業について評価表を記入する前に、各担当者

にそれぞれが考えている事業の目的はどのようなものか、各事業の事業費と人件費が

それぞれどの程度と考えるかを記載してもらった。これをまとめたものを次表の左側

（評価前）に記載している。事業費は平成 14 年度予算である。4 回の準備会議を経

円

円

指標式

指標式

指標式

20 21.8

3,935 3,207

14年度目標 15年度目標

4,115 3,858 3,734

24

12年度実績 13年度目標 13年度実績
23

8,500 9,0007,395 8,000 8,207

39,000
834 826 880 740

37,000 37,102 38,000

15年度目標12年度実績 13年度目標 13年度実績 14年度目標

13年度目標

35,853
849

13年度実績

③
成
果

15年度目標14年度目標12年度実績

年間施設利用申し込み件数・利用者端末／年間施設利用申し込み件数総数×１００

指標名ⅰ 単位

円単位当りコスト

指標名ⅰ 単位

利用申請数

％利用者端末申請率

円
登録者数

単位当りコスト

②
活
動
結
果

指標名ⅰ 単位
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て、実際に作成した評価表にどのように記載されたかを主な事例について比較してみ

た。 

 

図表 8：【評価前と評価後の意識】 

 
No. 事業名 所管課名 

2 市政世論調査事業 秘書室広報広聴課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
市政に対する多種多様な市民の要

望を集約し、市政に反映させる。

無作為に 5,000 名を抽出し、ア
ンケート調査。 

市内在住の満 16 歳以上の住民
5,000 人を無作為に抽出し、設
定した項目に対し郵送による配

布と回収を行い、統計的に分析

し、今後の行政運営に反映する

ための基礎資料とする。 

事業費（人件費以外） 2,000千円 2,200千円 

人件費 1名、時間不明 2,408千円 

3 行財政評価システム整備事業 企画部企画課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
行政評価制度を導入することによ

り、市民満足度の向上を図る。 
行政運営の中に民間の経営手法

を取り入れ、「ヒト・モノ・カ

ネ・情報」を最適配分し、市民

満足度の向上を図る。 

事業費（人件費以外） 7,000千円 7,000千円 

人件費 10,100千円 4,823千円 

備考 ※人件費の差異は、間接費（ここでは行政評価制度の導入研修に係る人件

費）を評価表の上で考慮していないことによるもの 

5 職員被服貸与事業 総務部人事課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
事務服や作業服を職員に貸与し、

行政事務の効率的な執行を図る。 
職員の服務規律の確保により、

効率的な行政運営を図り、より

よい市民サービスを提供できる

環境を作る。 

事業費（人件費以外） 8,000千円 8,045千円 

人件費 500千円 1,355千円 



 

－28－ 

6 職員研修事業 総務部職員研修室 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
職員の人材育成、能力開発 職員研修を通じて自己啓発の動

機付けを行い、学習意欲の高い

職員を養成する。 

事業費（人件費以外） 15,000千円 14,600千円 

人件費 25,500千円 25,500千円 

7 市民相談事業 市民部市民生活課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
市民の民事等の問題を含め相談に

応じる。 
市民生活の中で生じる諸問題及

び交通事故等に関する相談並び

に市政に関する市民の相談に応

じ、適切な指導助言を行い、市

民サービスの一層の向上を図

る。 

事業費（人件費以外） 10,000千円 11,005千円 

人件費 1,000千円 16,702千円 

8 重度障害者福祉タクシー利用券給付事業 健康福祉部障害福祉課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
在宅の障害者の外出を容易にする

ためと経済的負担の軽減のため。 
在宅障害者の外出を容易にし、

経済的負担の一助及び障害者の

福祉の増進を図る。 

事業費（人件費以外） 39,000千円 33,100千円 

人件費 8,000千円 992千円 
備考  

9 子育てサロン委託事業 児童福祉部児童福祉課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
子育てへの支援（少子化対策） 子育てに不安を抱いている保護

者の相談に応じ、参加者同士の

交流の場を提供して、子供を健

やかに育てられるようにする。 

事業費（人件費以外） 4,000千円 13,000千円 

人件費 9,000千円 2,856千円 



 

－29－ 

10 時間外保育事業 児童福祉部保育課主査 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
基本保育時間外に保育する。 開所時間を延長することによ

り、児童の福祉の増進と保護者

の仕事と子育ての両立を図る。 

事業費（人件費以外） 施設管理費、光熱費 ― 

人件費 約 300名弱 79,000千円 
備考  

11 合併処理浄化槽設置費補助事業 環境経済部環境資源課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
市街化調整区域における公共用水

域の水質汚濁を防止すること及び

公衆衛生の向上を図ること。 

公共用水域の水質汚濁を防止す

る。 

事業費（人件費以外） 58,000千円 61,700千円 

人件費 12,000千円 13,375千円 

12 防疫活動促進事業 環境経済部環境保全課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
感染症等の予防 自治会が実施している害虫駆除

活動に必要な乳剤、油剤、殺鼠

剤を無償配布し、地域の害虫駆

除活動を促進させ、健康で快適

な生活環境の向上を図る。 

事業費（人件費以外） 14,500千円 14,000千円 

人件費 4,500千円 14,495千円 

13 道路照明灯整備事業 環境経済部交通防災課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
歩行者や自転車利用者等の安全確

保、事故防止のため、暗い道路、

交差点に設置する。 

交通事故を未然に防止するとと

もに、歩行者や自転車利用者の

安全かつ快適な通行を確保す

る。 

事業費（人件費以外） 16,000千円 134,734千円 

人件費 4,000千円 6,936千円 

15 道路改良事業 建設部道路課 
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項目 評価前 評価後 

事業目的 
新設道路及び道路拡充に伴う改良

整備を行なう。 
市民生活に密着した道路につい

て歩車道の分離や側溝の設置、

舗装路面の改善、わかりやすい

区画線の標示など安全性と快適

性の向上を目指す。 

事業費（人件費以外） 200,000千円 230,000千円 

人件費 15,000千円 33,077千円 

16 都市防災河川等整備事業 建設部治水課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
都市防災河川の整備 越谷市都市防災河川等整備構想

（平成 8 年）に基づき、消火用
水や生活として利用できる構造

の多目的な水路。 

事業費（人件費以外） 15,000千円 20,000千円 

人件費 10日間 7,024千円 

17 ふれあい公園整備事業 都市整備部公園緑地課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
地域住民の福祉の向上 市内に空閑地として残されてい

る田畑その他周辺に住む住民が

都市公園とは違い多目的に利用

することによって、地域コミュ

ニティの活性化が図れる。 

事業費（人件費以外） 5,000千円 5,000千円 

人件費 500千円 2,433千円 

18 入学準備金貸付事業 教育総務部総務課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
多くの市民が経済変化の中で高額

な大学や高等学校教育を受ける機

会の拡大を図り未来の人材育成に

資すると共に回収して次回に活用

する。 

（意図）高等学校等に入学を希

望する者の保護者で入学準備金

の調達が困難なものに対して、

入学準備金の貸付けを行い、等

しく教育を受ける機会を与え

る。 

事業費（人件費以外） 60,000千円 60,000千円 

人件費 不明 7,130千円 
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19 教育ボランティア支援事業 教育総務部指導課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
総合的な学習時間等、新学習指導

要領における各学校の教育充実の

ため、保護者や地域住民の参画を

図るために、傷害保険を設定す

る。 

来校したボランティアが傷害を

負った場合の補償として傷害保

険をかける。 

事業費（人件費以外） 1,200千円 1,600千円 

人件費 ― 104千円 

20 市民文化祭開催事業 生涯学習部社会教育課 

項目 評価前 評価後 

事業目的 
市民文化の向上と振興を図ること 文化に親しむ市民に発表の場を

提供し、文化への理解と豊かな

教養と人間性を養い、市民文化

の向上を図る。 

事業費（人件費以外） 2,100千円 2,100千円 

人件費 500時間＋超過勤務 500千円 8,646千円 

 

各事業の人件費以外の事業費については、評価前においても殆ど予算額に近い金額が

記入されており、担当者の事業費に係る意識の高さがうかがえる。しかし、人件費につ

いては、評価前と評価後の金額（コスト意識）にはかなりばらつきが見られる。 

例えば、市民相談事業では人件費は 1 百万円と考えられていたが、業務分担整理表を

基に人件費を計算すると、16百万円以上かかっていることがわかった。また防疫活動促

進事業では、人件費は 4 百万円と考えられていたが、実際には 14 百万円以上かかって

いる。時間外保育事業や都市防災河川等整備事業、市政世論調査事業のように、人件費

の金額が不明としている事業も見られる。 

これは人件費についてはこれまで事業ごとに算出することがなかったためと思われる

が、今回人件費を含めたフルコストを算出することで、コスト意識の醸成を図ることが

できたと考えられる。
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7.  モデル事業課へのアンケート 

 

事務事業評価表を記載した後、モデル事業課の 1 次評価者にモデル事業評価に関する

課題の整理を行なうため、評価指標の設定や評価の方法についてどのように感じたか、

アンケートを実施した。 

質問は次の 10問である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル事業評価を実施した 21 事業のうち、20 事業についてアンケートを回収した。

回答結果（Yes／No）とその内容は次のとおりである（詳細は「Ⅹ．参考資料 3．モ

デル事業評価アンケートの集計結果」参照）。 

 

 

①  成果の指標は適切に設定できましたか？ 

②  活動結果の指標は適切に設定できましたか？ 

③  評価に活用できる単位当たりコストを的確に把握できましたか？ 

④  事業の性質上、活用しにくい（評価が困難な）評価の視点（妥当性、

有効性、貢献度、効率性）がありましたか？また逆に不足している評価

の視点がありましたか？ 

⑤  現行の評価方法、項目は適切と思いますか？ 

⑥  評価表に記載しているデータに過不足がありましたか？ 

⑦  具体的な事業の課題や対応策はこの評価表で抽出できましたか？  

⑧  現行の評価方法で、評価結果を何かに利用できると思いますか？

〔予算〕〔決算〕〔総合計画〕〔実施計画〕〔その他〕 

⑨  モデル事業評価を行ったことで、良かった点、悪かったと思われる点

はどのようなことでしょうか？ 

⑩  今後行政評価システムの成果をより高めていくために、評価システム

の改善すべき事項は何ですか？   
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1. 成果の指標は適切に設定できましたか？ 

半数以上が Yes（設定できた）と回答しているものの、「一応できたが、もう少し

検討する必要がある」「客観的にみて妥当か」「現時点で設定できる指標としては適

当であると考えるが」というようなコメントが記載されており、成果指標の設定にと

まどいがあったようである。 

No（設定できなかった）と回答した中には、「実績データが不十分」「指標として

は妥当であるが、データの収集が難しい」というコメントが記載されている。これは、

これまで事業の成果を捉えた上で事業を行っていなかったために、実績データが蓄積

されていないことによるものと考えられる。 
 
今後は、事業の目的（成果）を的確に捉えた上で、成果となる指標を設定し、

データを蓄積していく必要がある。 

 

2. 活動結果の指標は適切に設定できましたか？ 

 
事務事業評価を行っていく上で、事業区分（事業のくくり）の検討も必要で

ある。 
 

3. 評価に活用できる単位当たりコストを的確に把握できましたか？ 

 
事業別の人件費を算定するための業務分担整理表を見直す必要がある。 

 

8 割以上が Yes（設定できた）と回答している。Yes の中には「他に数値化できるも

のがない」「代替案がない」という消極的な回答もみられるものの、概ね活動の実績は

的確に捉えられているようである。 

No（設定できなかった）と回答した中には、「複数の事業目的をもっているため事業

を区分して捉える必要がある。」（事業のくくりの問題）というコメントが記載されてい

た。 

約 7 割が Yes（把握できた）と回答している。「業務運営の指標として活用でき､業務

改善につながる」「職員人件費も含めた単位当たりコストは参考となった」など肯定的

な意見が多く見られた反面、「業務分担整理表の作成が難しく、業務の実態が適切に反

映されていない」という意見もあった。 

Check! 

Check! 

Check! 
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4. 事業の性質上、活用しにくい（評価が困難な）評価の視点（妥当性、有効性、貢

献度、効率性）がありましたか？また逆に不足している評価の視点がありました

か？ 

 

事業の再確認のための質問項目に対してどのように評価するのか、具体的に

評価表記入マニュアルに記載することを検討する必要がある。 

 

5. 現行の評価方法、項目は適切と思いますか？ 

 

評価の視点における質問項目を再検討することも必要と考えられる。 

 

5割以上が Yes（評価が困難な評価の視点があった）と回答している。「内部管理の

事業では、効率性や貢献度を数字として表しにくい」という意見があり、事業類型に

よって評価の視点を考慮する必要があると考えられる。また、「貢献度はアンケート

等を実施しない限り正確には把握しにくい」「貢献度の質問事項が適切でない（上位

施策との関連で貢献度を考えるべきではないか）」等の意見もあり、事務事業評価を

行う上での貢献度評価の質問項目について再検討する余地があると考えられる。妥当

性に関しては、『市民のニーズが高いか』について「実際に図ったことがないため具

体的に評価することは難しい」という意見や『市が行う必要があるか』との設問は

「判断しづらい」という意見もあった。 

半数近くが Yes（評価方法・項目は適切である）と回答している。しかし、Yes と

回答した中には、「他に適切な評価方法が見出せない」「課題は残ると思うが代案は設

定できない」との意見もあり、現行の評価方法・項目では必ずしも十分とはいえない

ということがわかる。 

No（評価方法・項目は適切でない）と回答した中には「事業の種類、内容によって

評価方法・項目を変えてはどうか」「職場（事業）により評価の対象が違いすぎる」

という意見もあり、一律に同じ評価表を使用することにも課題が残ることとなった。

また、「事業を再確認するにはもっと細かな視点にしてもよいのではないか」という

意見もあった。 

Check! 

Check! 
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6. 評価表に記載しているデータに過不足がありましたか？ 

今後、他市で使用されている評価表に記載されているデータを参考に検討す

る必要があると考えられる。 

 

7. 具体的な事業の課題や対応策はこの評価表で抽出できましたか？  

 

評価表記入時の説明だけでは不十分であり、評価表記入マニュアルに指標と

評価視点の関連性を示しておく必要があると考えられる。 

 

8. 現行の評価方法で、評価結果を何かに利用できると思いますか？ 〔予算〕〔決

算〕〔総合計画〕〔実施計画〕〔その他〕 

 

実績データを蓄積していくことにより、評価結果を有効活用していくことが

できると考えられる。 

 

9 割以上が No（過不足はない）と回答している。ただ、「他市の例も検討しないと過

不足の評価はできないのではないか」という意見もあった。 

約 8 割が Yes（抽出できた）と回答しており、「事業の目的と成果の関連付けが行

え、事業目的の明確化､実施手段の改善が図られる」「事業の方向性について、事業方

法を見直すことにつながる」「事業実績の成果数値を分析することにより、事業のあり

よう、問題点解決への展望が拓ける」等の意見があった。 

また、No（抽出できなかった）と回答した中には、「指標と評価視点の関連性がわか

らない」という意見もあった。 

約 9 割が Yes（評価結果を利用できる）と回答している。中でも多いのは「事業の

ニーズを把握し適正な予算、計画をたてることができる。」「費用対効果が把握できるの

で、事業の見直しに役立つ」等の予算・計画に評価結果を利用できるという意見であっ

た。また、「業務分担整理表は組織定数のヒアリング調書としても応用可能」という意

見もあった。 

Check! 

Check! 

Check! 
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9. モデル事業評価を行ったことで、良かった点、悪かったと思われる点はどのよう

なことでしょうか？ 

 

 

モデル事業評価を行ったことで良かった点としては次のような意見があった。 

○評価の点から 

 事業の成果を数値で見ることができること 

 評価方法が確立されること 

 あらためて事業の見直しをすることにより、課題や問題点について検討す

る必要のあることが分かったこと 

 業務内容を別の視点からとらえる（見つめなおす）ことができたこと 

○コスト面から 

 コスト面から、改めて事業を見直すことができること 

 他団体とのコスト比較が可能になったこと 

○その他 

 他課の業務情報を得る機会が持てたこと 

モデル事業評価を行ったことで悪かった点としては次のような意見があった。 

○評価の点から 

 評価の指標が適切であったか確認できない（数字が一人歩きする可能性があ

り、事業内容を十分に反映できない可能性がある） 

 PDCAのサイクルを 1枚の評価シートで把握しようとするのは難しい 

 個人の考え方だけで（主観的に）事業の評価を行うこと 

 協議の場が少なかったこと 

 事業によっては指標が出しにくいものもある 
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10. 今後行政評価システムの成果をより高めていくために、評価システムの改善すべ

き事項は何ですか？ 

 

 

 

改善すべき事項として、次のような意見があった。 

 適切な指標の設定と評価の有効な利用方法 

 評価を数値で表すことが難しい事業の評価方法 

 事業の客観的な判断ができるようシステムの整備 

 評価の判断や成果指標の設定方法が難しいため、実例をあげて具体的でわ

かりやすい指示書（マニュアル）の準備 

 一部の職員が評価表を作成するのではなく、全職員が定期的に評価表を作

成していくシステム 

 公共事業に対する評価指標の検討 

 現行の内部管理制度の中での位置付けの明確化 

 評価結果の予算や事業計画策定との有機的結合 

 事務の煩雑化を回避 

 情報の一元化 
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V. 課題と対応策 

1.  事務事業評価表の課題 

モデル事業を対象に実際に事務事業評価表を記載したところ、次図に示すような意見

が出された。様式上の工夫で解決できる課題もあるが、「成果を意識して事業内容を書

かないと、成果と関連付けにくい」、「成果指標の設定が難しい。普段から考える訓練

が必要。」という意見があったことから、様式を見直すだけでなく、職員の事業に対す

る取組み意識についての課題への対応が必要であると考えられる。 

 

内線番号

昭和 平成 年度

無 平成 年度

①事業の対象 □個人 □ 世帯 □ 団体 □ その他 どのような状態にしたいのか：

実現するための具体的な手法

（単位）

人

人

人

千円

千円

②事業の活動結果

円

円

14年度目標 15年度目標13年度実績12年度実績 13年度目標

12年度実績

②
事
業
内
容
（
意
図

）

事業費予定総額 15年度予算要求12年度決算 13年度予算

(4)事業期間

所管コード
所
管

館・担当

担当者名

部名

課長名

②終了予定年度

①開始年度

(5)根
拠法
令等
の名
称

③手段

係長名

室・課名

小項目コード 10の推進方策コード 男女共同参画コード

対象世代

ⅱ大項目

ⅲ中項目

ⅳ小項目

ⅰ大綱

(2)事
業の
位置
付け

事業別予算コード (3)市の重要
施策との関連

（6）
事
業
の
目
的

具体的に：

対象地区

事
業
の
概
要

事
業
の
実
施

(1)
事
業
名

単位

平成13年度 事務事業評価表（案）
（作成日　平成　14年　　　月　　　日）

指標名ⅰ 単位（7）
事
業
実
績

決
算
額

財
源
内
訳

①資源投入量

コスト合計

円

正規職員数

合計

その他特定財源

事 業 費

間 接 経 費

国・県支出金

嘱託・臨時職員数

人 件 費

減価償却費

指標名ⅱ

③事業の成果：目的達成

円

市 債

単位当りコスト

単位当りコスト

一 般 財 源

指標名ⅰ

12年度実績

指標式

単位

14年度目標 15年度目標

13年度実績

13年度実績

13年度目標

14年度予算13年度決算

14年度目標 15年度目標

13年度目標

制度改正があった場合に、いつ
改正があったか明記した方がい
いため、制度改正の年度を入力
するための項目追加してはどう
か？

データ管理用の
コード標記と併
せて、文字を併
記をした方が、
分かり易い。

例）0005
0歳以上5歳以
下

ここに「事業の目的」と
あるので、「①事業の対
象」の「具体的に」のと
ころに事業の内容を間違
えて書いてしまう。

成果指標の
設定が非常
に難しい。
普段から考
える訓練が
必要にな
る。
成果指標の
参考資料が
あったほう
がいい。

事業計画の
段階から、
評価をする
ことを考え
ておけば、
設定ができ
るのでは。

事業によっ
ては、すぐ
数値が出る
ものもあれ
ば、なかな
か出せない
ものもあ
る。

成果を意識して
事業内容（意
図）を書かない
と、成果と関連
付けにくい。
事前に「目的」
を把握していな
いと最後の評価
に展開できな
い。

第一期実施計画の実績調書および第二期実施計
画の調書と項目が違っていて書き間違いが多
かった。
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総合評価については、課題の有無だけでは、課題があるにも拘らず認識不足のために

「課題がない」「課題が少し」と評価している事業についても A、B 評価となる可能性

があるため、他の要素も加味した上で評価をする方法を検討することが必要である。 

 

 

2.  業務分担整理表の課題 

業務分担整理表は、事務事業評価表に記載する事業別の人件費を算定するために、各

課で実施している事務事業の業務量を調査するためのものである。 

①

薄れている 0 1 2 3 薄れていない

②

低い 0 1 2 3 高い

③

偏っている 0 1 2 3 偏っていない

④

必要でない 0 1 2 3 必要である

⑤

十分でない 0 1 2 3 十分である

⑥

余地がない 0 1 2 3 余地がある

⑦

同じものがある 0 1 ない

□ 他課 □ 国 □ 県 □ 民間 □ その他 左記名称 ( )

⑧

余地がある 0 1 2 3 余地がない

⑨

変更できる 0 1 2 3 変更できない

⑩

見直せる 0 1 2 3 見直せない

⑪

削減できる 0 1 2 3 削減できない

コメント：　A：課題は全くない　　B：課題は少しある　　C：課題が多い　　D：課題が山積

①今後の事業のあり方 □ 継続（拡充） □ 継続（改善が必要） □ 継続（縮小） □ 廃止 □ 他の事業に統合 □ 完了

 二次評価者記入欄 コメント： □無し □有り 記入日 平成14年 月 日

妥
当
性

(10）
事業
の方
向性

③改善により
期待される効果

計
画

A　B
C　D

総合評価

評
価

（8）
事
業
の
再
確
認

事
業
の
改
革
改
善

所要時間を削
減できるか

②理
由

理　由

他の手段に変
更し、コストを
削減できるか
受益者負担の
見直しの余地
はあるか

目的が達成さ
れ役割が薄れ
ていないか
市民のニーズ
は高いか

特定の個人や
団体に受益が
偏っていない
市が行う必要
があるか

評価の視点

実施機関

(9)
課
題と
改
善
策

事業の成果を
さらにあげる余
地はあるか

有
効
性

貢
献
度

効
率
性

廃止・縮小でき
る余地はある
か

事業の成果は
十分か

事業名

同じ目的を持
つ他の事業は
あるか

②改善策

①課題

「貢献度」の中の項目の設
定に疑問が残る。
「貢献度」の意味と⑦と⑧
の質問項目の意図するとこ
ろがマッチしていないので
は？

どうしても評
価に主観がは
いる。

どのような場
合に、A・
B・C・Dに
なるのか良く
分からないの
で、ルール化
した方がいい
のでは。

担当者の判定（評価）と課長の判定（評価）が違っ
た場合はどう説明すればよいか。

役所の中だけの評価では甘い評価になる。→第３者
による評価（外部評価）が必要。

判定の順番が
違うので
は？。
１妥当性、
２効率性、
３有効性の順
で評価しては
どうか。

評価の基準は課題が多い
か少ないかだけ？

市民ニーズの高さを
どうやって判断する
か。
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本来は職員一人一人が関わる業務に洩れがないように、各課で実施している事務事業

の全てを記入する必要があるが、今回の業務量調査の目的は評価を実施するモデル事業

についての業務量を調査することであるため、モデル事業課以外の業務分担整理表は作

成していない。 

その上で、業務分担整理表の様式上の課題を整理すると次の事項が考えられる。 

 

①  各係に共通する業務については、係の個別業務に入れるのではなく、課共通業務

に入れる必要がある。 

②  事業・業務名に予算の細々目上の名称をそのまま入れると、事業名と費目名が混

在することになる。したがって、○○費となっているものについては〇〇事業に変

更する必要がある。 

 

 

 

3.  事業毎の評価の課題 

今回のモデル事業では、資本整備に係るハード事業と市民サービスに係るソフト事業

を区分することなく、一律に同じ事務事業評価表を使用して評価することを試みた。こ

れは、準備会議の中でも議論されたところである。議論の結果、今回は一斉に同じ視点

から評価を試みた上で、課題を抽出し、事業タイプごとに評価の視点を変える必要があ

るか検討することとした。 

実施したモデル事業が 21 事業であり、現在市が実施している全ての事業タイプを網

羅しているとは言えないが、モデル事業評価を実施した結果でてきた課題は次のとおり

であった。 

 事務事業をソフト部門、ハード部門と区分した上で、ソフト部門の成果（満足

度）をどのように捉えるか。 

 内部管理の事業では、効率性や貢献度を数字としてあらわしにくい。 

 市民サービスなど成果があらわれにくい職場での評価方法をどのようにするか。 

 ハード事業では、事業が完成しないと目的、成果が達成できない。 

 住民要望の度合など、数量的な評価としてはあらわれにくい。 
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今後は、評価対象事業を拡大し、事務事業評価を行っていく上で、事業タイプ別の評

価項目を検討する必要がある。 

 

4.  コスト把握上の課題 

事業別のコストは人件費、事業費、間接経費、減価償却費の 4 区分からなるものとし

て、評価表を作成した。人件費は業務分担整理表により算定し、事業費は実施計画の事

業実績調書を基に記載した。間接経費はモデル事業の中では 1 事業（職員研修事業）し

か該当するものがなかったこと、減価償却費については、モデル事業の中には該当する

ものが全くなかったことから、コスト計算上の課題を抽出するには不十分であった。 

評価対象事業を拡大する際には、減価償却費や想定される間接費（業務系の支援シス

テムにかかる保守・開発・運用等の費用）が含まれる事業については、コスト把握上の

課題を抽出しておくことが必要である。 

また、事業費については、事務事業評価と実施計画の実績調書を統合することを予定

していることから、容易に事業費を算定できるよう、財務会計システムの活用を検討す

る必要がある。 

 

5.  評価方法についての課題 

2 次評価を誰が行なうべきか。事業を客観的に評価するという観点から 2 次評価を行

なうには、担当課の職員ではなく、担当課以外の第三者が評価を行なうべきであると考

えられる。しかし、今回は各事業課において事業を見直すきっかけになると考え、2 次

評価についても担当課の課長が実施することとなった。 

2 次評価者の意見では、1 次評価者と相談しながら評価表を再度見直したところもあ

るものの、結果として作成された評価表を見ただけではその過程がわからない。2 次評

価者を同じ課の職員とするのであれば、議論の過程がわかるような評価表様式とすべき

であったと考えられる。 

課として 1 枚の評価表を提出するのであれば、1 次評価者と 2 次評価者で異なる意見

を出しづらいため、2 次評価者としては第三者が行なうのがよいのではないかという意

見が出された。 
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今後 2 次評価者は今回のように担当課長ではなく第三者とするのか、また第三者とす

る場合にも、内部の第三者（内部評価）とするか又は外部の第三者（外部評価）とする

か、検討していく必要がある。  
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VI. 先進自治体に学ぶ点（三重県・名古屋市視察報告） 

越谷市の行政評価制度の構築に向けて総務部職員研修室の視察研修の一環として、平成

14 年 9 月に愛知県名古屋市と三重県に行政視察を行った。その結果及び両自治体に学ぶ

点は次のとおりである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.  愛知県名古屋市 

(1) 本格導入までは年数を要す 

名古屋市は、平成 11 年度から行政評価制度を試行、平成 13 年度に本格導入と、試

行から導入まで 3年を要している。 

(2) 評価対象事業を徐々に拡大 

評価の対象事業としては、本格導入した平成 13 年度は 1 課 1 事業及び 1 億円以上

の一般財源を投入している事業（857 事業）から始め、14 年度は 1,398 事業、15 年

度に全事業の約 2,000事業と、段階を踏んで評価対象事業を拡大している。 

これは、行政評価制度を全庁的に浸透させていくのと併せて、制度そのものを改良

していく必要があるためである。 
 

行政評価制度を着実に浸透させていくためには、導入初年度はモデル事業

の評価から始め、数年かけて改良を加えながら対象事業を拡大していく手

法が適当であると考える。 

Check!

◆名古屋市・三重県行政視察研修◆ 

１ 日時 平成 14年 9月 27日（金） 名古屋市 午前 10時～12時 

三 重 県 午後 3時～ 5時 

２ 研修参加者 

企画部上次長、企画部事務管理課 立澤副主幹、企画部企画課 横川副主幹 

企画部企画課 野口主事 

３ 視察先 

〇 名古屋市総務局行政システム部行政経営室 

〇 三重県総務局行政システム改革チーム改革支援グループ 

 

Check！ 

先進自治体に学ぶ点を参考にして、

本市の取組み方針を検討した。 
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(3) 外部評価について 

名古屋市は、平成 14 年度から、学識経験者、弁護士、税理士、行政経験者から構

成される「外部評価委員会」を設置し、「外部評価」を実施している。全ての事業を

評価するのではなく、平成 14 年度の評価対象事業（1,398 事業）の中から市の裁量

が働く事業（956 事業）のみ外部評価の対象とし、市の評価と外部評価の結果に

ギャップがあるものについては全てコメントを付してある。 

 

例） 

事業名 保育所子育て支援事業 

項目 市の評価 外部評価委員の評価 

総合評価 Ｂ Ｃ 

コメント 保育所の専門的機能を活用して、

地域に根ざした子育て支援活動を

展開しています。しかし、他に類

似事業があり、役割分担や連携も

必要と思われます。 

保育所世代間交流事業など、類

似するその他の子育て支援事業

との統合を検討することが必要

です。  

 

 さらに、市の評価結果と外部評価の結果がくい違う場合は、見解の相違としてそ

のまま受け止め、評価結果を今後どうするかは市が責任をもって対応するというスタ

ンスをとっている。その代わり、見解の相違については、各部局で責任をもって説明

することとしている。 
 

今後「外部評価」を実施するとすれば、本市においても行政内部の評価と

外部の評価の間にギャップがでてくるはずである。そのギャップに対して

は、各部局で修正すべき点は修正し、修正が困難なものは、その理由につ

いて責任をもって説明するというスタンスが望ましいと考える。 
 
 

(4) 評価の流れ 

名古屋市の評価の流れは、まず 6 月から 8月にかけて、所管局による前年度事業の

「所管局評価」を行い、次に行政評価の所管局である総務局が学識経験者の助言を得

Check！ 
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ながら「総務局評価」、いわゆる「2 次評価」を実施する。これを議会やホームペー

ジなどで市民に公表し、その結果を踏まえて翌年度の予算に反映させるというもので

あった。今年度は前述の「外部評価」を導入したことから、「総務局評価」は廃止し、

総務局は外部評価の事務局に徹している。 

また、名古屋市は平成 14 年度から部局ごとへの配分予算を実施し、評価結果に基

づいた予算の調製を行っている。 
 
外部評価を実施するときに、いわゆる行政内部の 2 次評価をどのようのに
位置付けるかが課題である。 
 

 
 
 
 

2.  三重県 

(1) 評価対象事業 

三重県は、行革を公約に当選した北川知事のもと、平成８年度から事務事業評価シ

ステムを導入し、初年度から約 3,000の事業全てを評価している。 

 

(2) 総合計画事業と評価対象事業を完全に一致 

平成 8 年度から 10 年度までの 3 年間で、様々な問題点が発生し、改良を加え、平

成 12 年度から平成 14 年度にかけて総合計画事業と評価対象事業を完全に一致させて

いる。  

これは計画、予算、定数等を相互に関連づけ効率的かつ効果的な行政運営を行って

いくために整理すべき重要な課題の 1つである。 
 

本市は、平成 14 年度の「事業別予算」の導入に際して、財政課、企画課、

事務管理課の関係 3 課で数回会議を開き、事業のくくりを一致させるべく

調整を行ったが、完全に一致させることができなかったことから、今後継

続して整理をする必要がある。 
 

Check！ 

Check！ 
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(3) 住民の満足度を把握するためのアンケート等 

三重県は、2 年に 1 度、4 月から 6 月にかけて「県民１万人アンケート」を実施し、

各施策「満足度」と「重要度」を計測している。「満足度」が低く、「重要度」が高

い施策は重点的に取り組むべき施策として捉えている。 

行政評価を実施する上では、施策等の成果をいかに把握するかが重要であるが、三

重県は 67 ある施策のうち 20 項目について数値化が困難であることから、毎年 2 月

に「県民意識基礎調査」を実施することでそれを補っている。 

 

本市で言えば、広報広聴課や事務管理課の統計担当の役割が今後ますます

重要になると思われる。 

 

 

(4) 「三重政策推進システム」の整備 

三重県は、平成 14 年度に「評価システム」を改良し、「三重政策推進システム」

を整備した。この「三重政策推進システム」は、総合計画である「くにづくり宣言」

が計画どおり進められているか確認し、「ヒト、モノ、カネ、情報」といった経営資

源を最適に配分していくためのツールとして位置付けられている。 

具体的には、「担当者」から「マネージャー」、「マネージャー」から「統轄マ

ネージャー」の順に作成した「事務事業評価表」や「施策評価表」等を活用し、知事

のビジョンとしての「三重のくにづくり白書」や「翌年度県政運営戦略（案）」、

「予算調製方針」等を作成し、それらをもとに当初予算編成や職員定数配分をおこな

う仕組みを新たに構築している。 

また、昨年度の報告書にも記載しているように、部局ごとではなく、政策ごとに予

算を配分しており、政策ごとの統轄マネージャーが責任をもち予算の調製を行ってい

る。 

三重県は住民や議会との関係においては、対話あるいは説明のためのツールとして、

行政内部においては、予算や定数管理のためのツールとして、さらには、トップの政

策判断のためのツールとして行政評価を核とした「三重政策推進システム」をうまく

活用している。 

 

Check！ 
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VII. 越谷市の行政経営システムの将来型と 15年度以後の取組み（案） 

平成 14 年度はモデル事業の評価を実施するとともに、三重県や名古屋市等の先進事

例を参考に、将来における本市の全体的な行政経営システムの仕組み【越谷市行政経営

システム将来型（案）】と将来型完成に向けた平成 15 年度以後の取組み（案）につい

て検討した。 

 

1.  越谷市行政経営システム将来型（案）の概要 

本市の最上位計画である総合振興計画が計画どおり進められているか確認し、「ヒト、

モノ、カネ、情報」といった経営資源を最適に配分し、戦略的な行政運営を推進してい

くための全体的な仕組みである越谷市行政経営システム将来型（案）の概要（図表 9

参照）は以下のとおりである。 

(1) 前年度事業の成果の確認と検証（事後評価） 

4 月から 5 月にかけて、まず「係長級職員」が「事務事業評価表」を作成し、これ

を受けて「課長級職員」が「施策評価表」を作成し、前年度事業の成果の確認と検証

を行なう。その結果は広報やホームページ等で全て公表することで市民への説明責任

を果たす。 

(2) サマーレビュー等の実施 

8 月から 9 月にかけて、市長、助役、部長級からなる「政策会議」において、各種

評価の結果を踏まえ、「翌年度市政運営戦略（案）」、「予算調製方針」、「組織定

数調整方針」を策定し、行政運営を効率的・効果的に推進していくための指針を示す。 

(3) 事業計画の策定 

(2)を受けて、9 月に「課長級職員」から「係長級職員」の順で、事前評価の視点に

たって、当初予算目的の評価表を作成し、それをもとに当初予算編成、職員定数配分

を実施し、当初予算案として議会に提案する。 
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(4) その他 

①  市民ニーズの把握 

市民のニーズを把握するための手段として、定期的に、各施策の「満足度」と

「重要度」を計測する。「重要度」が高いにも拘らず「満足度」が低いと計測され

た施策については重点的に取り組むべき施策として捉える。 

②  配分予算の実施 

部局又は政策ごとに予算を配分する。 

 

 

図表 9：【越谷市行政経営システム将来型（案）】 
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2.  15年度の取組み（案） 

(1) 実施予定事項 

①  事務事業評価（事後評価）の実施 

平成 14年度はモデル事業（21事業）の評価を実施したが、平成 15年度は、その

課題をふまえて事務事業評価表を改良し、その対象事業を拡大して事務事業評価

（事後評価）を実施する。 

また、平成 13 年度から毎年実施している実施計画の事業実績調書と統合するこ

とで、庁内的な事務の煩雑化を防ぐ。 

②  新規事務事業評価（事前評価）の試行 

16 年度を初年度として新たに実施する予定の事業（新規事業）を事前に評価する。

今後、具体的な手法等を検討する必要があるが、財政課の新規事業調書に事前評価

の視点を盛り込み、新規事業調書と統合することで、庁内的な事務の煩雑化を防ぐ

とともに、計画と予算の連携を図る。 

(2) 検討事項 

①  外部評価の検討 

外部評価機関の主体や外部評価の手法等について、専門家の意見を参考にしなが

ら検討する。 

外部評価の主体 
理想順 外部評価の主体 課 題 等 

1 市民 ・現実的ではない。 
2 監査委員 ・行政評価の委員と兼務ではどうか。 
3 外部評価委員 ・それぞれの問題の専門家だけを集めてしまうとうまくま

とまらない。 
・監査機能との住み分けが課題である。 
・評価結果は民意ではない。 

②  サマーレビュー等の手法を検討 

③  施策評価の検討  

事務事業の上位目的である、市民満足度の把握方法や事業の優先度評価手法を検

討する。 

④  全体的な枠組の検討 

関係各課による、将来型の再確認及び調整を行なう。 

⑤  職員研修の実施方法を検討 
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図表 10：【平成 15年度の検討及び実施予定】 

 

 

3.  16年度の取組み（案） 

(1)  実施予定事項 

①  事務事業評価（事後評価）の対象をさらに拡大 

②  施策評価の実施 

事務事業の上位目的である、施策レベルの評価を実施することで、政策的判断を

するための情報を整理する。 

③  外部評価の実施 

(2) 検討事項 

①  住民満足度の計測方法の検討 

②  配分予算の検討 

部局又は政策ごとに予算を配分する配分予算について検討する。 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

4年目

4年目
4年目（終）
1年目（始）

◎総合進行計画、実施計画進行管理

◎決算関連 ◎当初予算

◎組織・定数関連事務

　　◎行革関連

係
長
級

担
当

：新たに実施する項目 ：検討する項目

【政　策】
7本

課
長
級

【施　　策 】

各
課 【事務・事業 】

約325事業

内

部

資源
配分

計画

予算

組織・定数

人事・研修

三役
トップマネジメント

部長級

次
長
級

外

部

市民参画

市議会

外部評価機関

6月議会 9月議会 12月議会 3月議会

4月～9月 10月～3月

15年度

基本構想

前期基本計画
第一期実施計画
第二期実施計画

《事後評価》

当初予算目的

事務事業評価
（第一期実施計

画：３２５事業）

予算編成
方針作成

目的

手段

定例連絡
調整会議

人・モノ・金・
情報の最適
配分

経営の視点

手段

目的

◎「市民の声」、「地区まちづくり会議」、「市民満足度調査」、「各種意見」等

「事務事業評
価表」公表

「決算書」「主
要施策の成果
報告書」公表

「当初予算
案」議会提
案

顧客主義

《事前評価》

新規事務事業評価

当初予算
（案）

前年
度事
業の
成果
の確
認と検
証

　⑦当初予
算見積書

庁
議

IT
行
革

定
例
行
政
会
議

事務事
業評価
表（実
績）の作
成準備

集約

★全体的なフレームワークの検討

★施策評価の検討

市
長
査
定

企
画
部
長
調
整

★外部評価の検討

前年度
事業の
成果の
確認と
検証

⑧当初予算
用新規事業
調書

入力
一本化できな
いか？

★翌年度市政運営の基本的な考え方の検討

活
用
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③  電算化の検討 

事務事業評価、施策評価等の作業を効率的・効果的に実施できるような電算シス

テムについて検討する。財務会計システム等との連動も図る（業務計画支援統合シ

ステム：越谷市情報化推進計画 37～38頁参照）。 

 

図表 11：【平成 16年度の検討及び実施予定】 

 

 

 

4.  実施上の課題 

戦略の実行可能性の判断や組織全体の整合性を図る際のチェック項目として、マッキ

ンゼーの 7Ｓモデルがある。これによると、戦略（Strategy）、組織(Structure)、組

織内の仕組み(Systems)といったハード面は経営者の意思や努力で比較的短期間で変更

が可能であるが、人材 (Staff)、ノウハウ (Skills)、経営スタイル (Style)、価値観

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
5年目
5年目

終了
2年目

◎総合進行計画、実施計画進行管理

◎次期計画作成（後期基本計画、実施計画等）

◎決算関連 ◎当初予算

◎組織・定数関連事務

　　◎行革関連

係
長
級

担
当

：新たに実施する項目 ：検討する項目

【政　策】
7本

課
長
級

【施　　策 】

各
課 【事務・事業 】

約1,000事業

内

部

資源
配分

計画

予算

組織・定数

人事・研修

三役
トップマネジメント

部長級

次
長
級

6月議会 9月議会 12月議会 3月議会

外

部

市民参画

市議会

外部評価機関

10月～3月

16年度

基本構想
前期基本計画
第一期実施計画
第二期実施計画

4月～9月

《事後評価》

当初予算目的

事務事業評価

（過年度実績）

予算編成
方針作成

施策評価

（過年度実績）

目的

手段

定例連絡
調整会議

人・モノ・金・
情報の最適
配分

経営の視点

外部評価の実施

手段

目的

◎「市民の声」、「地区まちづくり会議」、「市民満足度調査」、「各種意見」等

「事務事業評
価表」公表

「決算書」「主
要施策の成果
報告書」「外部
評価結果」公
表

「当初予算
案」議会提
案

翌年度市政
運営の基本
的な考え方

顧客主義

《事前評価》

施策評価
・本年度成果見込み

・次年度目標設定等

新規事務事業評価

当初予算
（案）

public
comment

前年
度事
業の
成果
の確
認と検
証

当初予算
見積書

庁
議 IT 行

革

定
例
行
政
会
議

事務事
業評価
表（実
績）の作
成準備

集約
当初予算
（案）

★電算化の検討

★配分予算の検討

前年度
事業の
成果の
確認と
検証

市
長
査
定

企
画
部
長
調
整

活
用

入力
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(Shared value)といったソフト面は「職員のスキルが追いつかない」、「職員から支持

が得られない」等の理由により、すぐに変えることは難しい。 

したがって、ハードとソフトの変化のスピードに違いがあることを考慮に入れて、実

行計画を立てる必要がある。 

本市においても、ここ数年で、地方分権による責任領域の増大、事業別予算の導入、

情報化推進計画に基づく各種施策の展開、行政評価制度の整備等といったハード面での

めまぐるしい変化が生じており、この変化に対応するために、行政の存在意義の再確認

及びその周知徹底、人材の育成、顧客主義に基づく経営へのシフト等、ソフト面にも注

意を払う必要がある。 

 

図表 12【マッキンゼーの 7つの S】 

〔出所〕「MBA経営戦略」180頁に一部加筆した。

Strategy
Structure
Systems

戦略
組織

組織内の仕組み

Staff
Skills
Style

人材
ノウハウ

経営スタイル
価値観

経営者の意思や努力で短期間で
変更可能

すぐに変えることは難しい。
職員のスキルが追いつかない、職
員から支持が得られない等

★ハードとソフトの変化のスピードに違いがあることを考慮に入れ
て実行計画を立てる必要がある。

Shared value

Systems

Strategy

Structure

StaffStyle

Shared value

Skills

ハードのS ソフトのS



 

－53－ 

 

VIII. 職員の意識 

【仕事の目的や目標の認識】 

1 あなたは仕事の目的や目標をどのように認識していますか。 
仕事の目的は理解しているが、数値目標が出せないという意見が多かった。今後、

職員の仕事に対する目標の達成度を図るためにも数値目標が必要となることを職員が

理解できるようにしていかなければならない。 
特別職・部長・次長・課長（以下「上位マネージャー層」と呼ぶ。)と、課長補佐・
係長・主任(相当職を含む。以下「下位マネージャー層」と呼ぶ。)との間に大きな認
識の差はないと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業務や職場の改善】 

2 あなたは、仕事を行なうときに業務や職場の改善を考えていますか。 
「考えて実行した」と「考えたが実行できなかった」とに２極化している。ほぼ全員

が業務や職場の改善というテーマを持ったことがあるという結果がでている。 
上位マネージャー層と下位マネージャー層では「考えて実行した」と「考えたが実行

できなかった」の割合が逆転している。 
 
 

 

 

 

 

 

無回答(1%)【4】その他(1%)

【3】特に考えたこと

がない(2%)

【2】目的は理解し

ているが数値目標

は持っていない

(73%)

【1】明確な目的理

解と数値目標を

もっている(23%)

【1】28件

【2】90件

【3】2件

【4】1件

無回答1件

無回答(1%)【4】その他(0%)

【3】特に考えたこと

がない(7%)

【2】目的は理解し

ているが数値目標

は持っていない(74

%)

【1】明確な目的理

解と数値目標をもっ

ている(18%)

【1】119件

【2】496件

【3】50件

【4】3件

無回答8件

特別職・部長・次長・課長  
[13 年度アンケート] 

課長補佐・係長・主任 
 [14 年度アンケート] 

特別職・部長・次長・課長
　[13年度アンケート]

【2】考えたが

できなかった

(42%)

【1】考えて実

行した(56%)

【3】考えたこ

ともない(1%) 無回答(1%)

【1】68件

【2】52件

【3】1件

無回答1件

無回答(1%)【3】考えたこと
もない(4%)

【1】考えて実
行した(44%)

【2】考えたが
できなかった
(51%)

【1】295件

【2】342件

【3】30件

無回答9件

課長補佐・係長・主任 
 [14 年度アンケート] 
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【仕事を向上させるために必要なこと・改善すべきこと】 

3 あなたの仕事を向上させるために必要なこと、改善すべきことは何ですか。 
上位マネージャー層では、「市民のニーズの把握」が必要と感じている職員が多いが、

下位マネージャー層では、「業務のしくみの改善」が必要と感じている職員が多かった。 
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特別職･部長以上

次長・課長

１　市民のニーズの把握

２　業務のしくみの改善

３　職場の意思疎通

４　業務のマニュアル化

５　上司の指示・判断の明確化

６　職員の能力開発

７　その他
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63
44 35

66

116
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81

88
00
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100

150

200
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300

350

400

1 2 3 4 5 6 7

主任相当職

係長相当職

課長補佐相当職

特別職・部長・次長・課長  [13 年度アンケート] 

課長補佐・係長・主任 [14年度アンケート] 

【1】市民の

ニーズ把握 20%

【2】業務の

しくみ

の改善( 28%)【3】職場の

意思疎通( 19%)

【4】業務の

ﾏﾆｭｱﾙ化( 10%)

【5】上司の指示・

判断の明確化

( 8%)

【6】職員の

能力開発 15%

【7】その他( 0%)

【1】240件

【2】399件

【3】232件

【4】119件

【5】93件

【6】186件

【7】0件

【3】職場の

意思疎通(21%)

【1】市民のニー

ズの把握(21%)

【2】業務のしくみ

の改善(20%)【4】業務の

マニュアル化

(14%)

【5】上司の指示・

判断の明確化

(6%)

【6】職員の

能力開発(18%)

【7】その他0%

【1】47件

【2】45件

【3】48件

【4】33件

【5】13件

【6】42件

【7】1件

課長補佐・係長・主任 
 [１４年度アンケート] 

特別職・部長・次長・課長   
[13 年度アンケート] 
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【経営資源の配分】 

4 あなたは、現在越谷市では適正に経営資源が配分されていると思いますか。 
経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）が適正に配分されているとは思わないという意

見が上位マネージャー層、下位マネージャー層共全体の 75％を占めた。なぜ適正に配
分されていないのか、どうすれば今後適正に配分されていくのか。行政評価というツー

ルをうまく使って経営資源がより適正に配分される仕組みを考えていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＮＰＭの視点からみた改革】 

5 

 

 
上位マネージャー層では強力な改革が必要と答えた職員が全体の 75％を占めた。特
に特別職・部長では 93％の職員が強力な改革が必要と答えている。下位マネージャー
層においては約 60％が強力な改革が必要だと答えている。一方「どちらとも言えな
い」も 40％に達しており、今後の進め方で意識改革への配慮が必要である。また、意
見の中からは、特に職員のコスト意識の希薄さに対して危機感を持っていることが分か

る。今後、行政に対する市民の目は厳しくなっていくことが予想されるため、行政が

行っていることをきちんと説明できる仕組み作りが急務である。 

 

 

 

 

 

 

 

特別職・部長・次長・課長

 [13年度アンケート]

【1】そう思う

(14%)

【3】分からない

(11%)

【2】そうは思わ

ない(75%)

【1】17件

【2】91件

【3】14件

市役所にもニュー・パブリック・マネジメントの視点から改革が求められる

時代になってきていますが、越谷市でも改革への取り組みが必要だと思います

【2】どちらとも言

えない(40%)

無回答(2%)
【3】 改革は必要

ない(1%)

【1】強力な改革が

必要(57%)

【1】389件

【2】268件

【3】4件

無回答15件

課長補佐・係長・主任 
 [１４年度アンケート] 

【2】どちらとも言

えない(22%)

無回答(2%)

【3】 改革は必要
ない(0%)

【1】強力な改革

が必要(76%)

【1】93件

【2】27件

【3】0件

無回答2件

特別職・部長・次長・課長  
[13 年度アンケート] 

無回答4件
1%

【2】そうは思
わない(75%)

【3】分からな
い(17%)

【1】そう思う
(7%)

【1】48件

【2】512件

【3】112件

無回答4件

課長補佐・係長・主任 
 [１４年度アンケート] 
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【仕事に対する自己満足度と市民満足度】 

6 

 

 

市民満足度については、「低い」・「分からない」という回答が上位マネージャー層

と下位マネージャー層ともに 80％を超える。また、自分の仕事について満足度（自己

満足度）が高いと答えた職員の中でも市民の満足度は低いと答えた職員が多かった。こ

こから、市民満足度を把握する仕組みが仕事の中に組み込まれていないということがう

かがえる。したがって、そのための仕組み作りを行なう必要がある。 

 

 

 

 

 

現在あなたが担当している仕事に対するあなた自身の満足度と市民からみた

満足度の関係について、どう自己評価していますか。 

自己満足度
無回答(2%)

【3】わからな
い(19%) 【1】高い

(39%)

【2】低い
(40%)

【1】265件

【2】269件

【3】129件

無回答13件

市民満足度

【2】低い
(28%)

【1】高い(16%)

【3】わから
ない(54%)

無回答(2%)

【1】108件

【2】188件

【3】368件

無回答12件

自己満足度

【2】低い(42%)

【1】高い(41%)

【3】わからな
い(16%)

無回答(1%)

【1】50件

【2】52件

【3】19件

無回答1件

市民満足度

無回答(1%)

【3】わから
ない(43%)

【1】高い(18%)

【2】低い
(38%) 【1】22件

【2】46件

【3】53件

無回答1件

特別職・部長・次長・課長  [13 年度アンケート] 

課長補佐・係長・主任 [14年度アンケート] 
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【新たなしくみづくりの必要性】 

7  

 

新たなしくみづくりが必要との意見が上位マネージャー層で 93％、下位マネー

ジャー層で 86％と大勢を占めている。強力な改革が必要という意見を合わせると 

仕事の目的を明確にし、コストの正確な把握とその成果を評価し、市民への説明をし

ていける新しいしくみづくりをめざそうという意欲があらわれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕事の目的を明確にし、コストを正確に把握するとともに、成果をきちんと

評価して市民に説明するための新たなしくみづくりが必要だと思いますか。 

 

【2】必要だと思 
わない(1%) 

【1】必要だと思う 

(93%) 

【3】わからない 

(4%) 
無回答(2%)

【1】113 件

【2】1 件 

【3】5 件 

無回答 3件

 

 

課長補佐・係長・主任 
 [１４年度アンケート] 

特別職・部長・次長・課長  
[13 年度アンケート] 

【2】必要だと思

わない(5%)

【1】必要だと思う
(86%)

【3】わからない

(8%)

無回答(1%)

【1】576件

【2】37件

【3】53件

無回答10件
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IX. まとめ 

行政評価は、既存の制度と密接な関わりがある。例えば、平成 14 年度は事務事業評価

表を作成するにあたって、実施計画や予算に関する情報を活用した。また、将来的には、

事務事業の評価結果を予算調製や計画の策定に活用していくことで、行政運営の中に

PLAN－DO－CHECK－ACTION といういわゆるマネジメント・サイクルを構築する必要

もある。 

したがって、平成 15 年度からは、実施計画の事業実績調書と行政評価の事後評価を、

また、今後検討していく行政評価の事前評価と予算の新規事業調書や実施計画の策定調書

をそれぞれ統合するなど、事務の煩雑化を回避し、情報の一元化を図る必要がある。 

さらに、現在の計画策定・予算編成（PLAN）－事業の実施（DO）という行政運営のあ

り方を見直し、事業を実施したことによる結果・成果を計画策定に活かしていくことで、

より効率的かつ効果的な行政運営のシステムを構築していく必要がある。 
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2.  事務事業評価表記入マニュアル 

 

 

 

 

 

 

事事務務事事業業評評価価表表  

記記入入ママニニュュアアルル  
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－82－                            
 

事務事業評価表 記入マニュアル 

 

 記入項目 目的 記入方法 
・作成日 評価表を記入し始めた日を記入する。 

・所管部課、係 

課長名、係長名、担当者名 

事業の所管部課及び係を記入する。 

担当者名は、評価表の記入者名を記入す

る。 

(1)事業名 今回評価の対象となるマトリクス予算の事

業名を記入する。 

(2)事業の位置付け 評価の対象とする事業について総合振興計

画との関連で大綱、大項目、中項目、小項

目を記入する。 

(3)市の重要施策との関連 事業が①男女共同参画プラン②環境と関連

が有るか否か、関連が有る場合にはどのよ

うな関連があるか記載する。 

１事業の概要 

(4)事業期間 

事業の基本内容を明らか

にする。 

（どのような事業か） 

事業の開始年度と終了予定年度を記入す

る。 

終了予定がない場合は「無」を check す

る。※開始年度は必ず記入すること。 
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 記入項目 目的 記入方法 
(5)根拠法令 主たる根拠法令、要綱、条例、規則等の名

称を記入する。法令によらない場合は

「無」と記載する。 

(6)事業の目的 

①事業の対象 

 

事業の対象を「個人」「世帯」「団体」

「その他」に区分し、対象を具体的に記入

する。 

※単に、対象を「市民」とするのではな

く、世代、地域などによりできるだけ対象

を特定する。 

＜例＞市内の在宅寝たきり 65 歳以上の高

齢者、市街化区域内の市民、等 

(6)②事業の内容（意図） どのような趣旨で事業が始められ、将来ど

のような状態にしたいのか、事業の活動内

容を具体的に記入する。 

２事業の実施

（DO） 

(6)③手段 

事業の目的を明らかにす

る。 

（何のために事業をしてい

るか） 

事業を実現するための具体的な手法として

どのような方法が用いられているかを記載

する。 

＜例＞○○公社への委託、等 
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 記入項目 目的 記入方法 
(7)事業実績 

①資源投入量（インプット） 

・職員数（正規職員数、 

嘱託・臨時職員

数） 

・決算額(人件費) 

事業を実施する上で要した職員数及び人

件費を記入する。 ※金額は千円単位で記

入。 

平成 13年度決算については業務分担整理

表の該当箇所から正規職員数、嘱託・臨時

職員数及び人件費を転記する。 

平成 12年度決算については、特筆すべき

ものがなければ平成 13年度と業務量が変わ

らないものと考え、同数を記入する。 

平成 13 年度予算、平成 14 年度予算につ

いては、当初予算の人件費を記入する。 

平成 15年度予算要求は空欄としておく。 

・決算額(事業費、間接費、

減価償却費) 

事業費は決算書及び予算要求書その他の

資料から記入する。 

間接費、人件費の算定は P7～「事業別行

政コストの算定」参照。 

・財源内訳（国・県支出

金､市債、その他特定財

源、一般財源） 

事業を行なうために消費

された資源の量を明らかに

する。 

財源内訳は人件費、事業費、間接経費合

計の財源内訳を国・県支出金、市債、その

他特定財源、一般財源に分けて記入する。 
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 記入項目 目的 記入方法 
(7)②事業の活動結果（アウトプット） 

・指標（指標名） 

・目標値 

・実績値 

 

指標名は事業の活動結果量を示す数値指

標を記載する。 

目標値（平成 13 年度、14 年度、15 年

度）には、年度当初に設定した平成 13年度

の目標値を記入する。 

実績値（平成 12 年度、13 年度）には、

当該年度の決算実績値を記入する。 

(7)③事業の成果（アウトカム） 

・指標（指標名、指標式） 

・目標値 

・実績値 

事業の活動量及び活動の

結果得られた成果を明らか

にする。 

 

指標名は事業の成果を示す数値指標を記

載する。指標式は指標の算定方法を分数式

で記載する。 

目標値（平成 13 年度、14 年度、15 年

度）には、年度当初に設定した平成 13年度

の目標値を記入する。 

実績値（平成 12 年度、13 年度）には、

当該年度の決算実績値を記入する。 
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 記入項目 目的 記入方法 
(8)事業の再確認 

事業の妥当性 

 

事業の目的が妥当なもので

あるかについて評価する。 

 

事業の有効性 事業が十分成果をあげてい

るかどうかについて評価す

る。 

事業の貢献度 事業が重複していないか、

事業の緊急性が高いか等、

施策目標に対する貢献度に

ついて評価する。 

３評価

（Check） 

事業の効率性 事業が効率的に行われてい

るかについて評価する。 

①～⑪のそれぞれの評価の視点について、

回答を０、１、２、３の中から選択すると

共に、選択した理由を記入する。 
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 記入項目 目的 記入方法 
総合評価 

・A／B／C／D 

／コメント 

 

事業の妥当性、有効性、貢

献度、効率性を総合的に評

価し、成果とコストの両方

の観点から評価する。 

総合評価は、事業の妥当性、有効性、貢献

度、効率性それぞれの評価の結果を総合的

に、成果とコストの両方の観点から評価

し、その事業について［A 課題は全くな

い、B 課題は少しある、C 課題が多い、D

課題が山積］の中から選択する。 

また、選択した理由や付け加えるコメント

を記入する。 

(9)課題と改善策 

①課題 

 

次年度へ向けての課題を記入する。 

②改善策 事業をどのように改善していくのか、改善

の方策を具体的に記入する。どのように改

善するかだけではなく、誰が、いつ頃まで

に実行するのか、可能な改善方法をできる

限り具体的に記入する。 

４改革改善 

(Action) 

③改善により期待される効果 

事業を継続する場合、次年

度へ向けての課題と目標を

明らかにする。 

事業の改善によって得られる効果を具体的

に記入する。事業の改善を行った結果、予

算や人員及び組織にどのような効果（金

額、人数等）が及ぼされるかを記入する。 
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 記入項目 目的 記入方法 
(10)事業の方向性 

① 今後の事業のあり方 

事業の総合評価と今後の改革改善に基づ

き、今後の事業を継続すべきか若しくは廃

止・統合すべきか、[継続(拡充)・継続(改善

が必要)・継続(縮小)・廃止・他の事業に統

合・完了]の中から選択する。 

５計画 

(Plan) 

② 理由  

評価の結果、今後の事業の

方針（継続、廃止、縮小、

拡大等）を決定する。 

事業の方向性を①のように選択した理由や

今後の方針について記入する。 
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事業別行政コストの算定 

 

○ 人件費の算定 

(1) 人件費の計算対象者 

 課長以下を対象とする。 

 嘱託・臨時職員も対象とする。 

(2) 業務量の算定方法 

 課別に事業量を調査する。 

 別紙：業務分担整理表を利用。係単位で記入し、課単位でまとめる。 

 調査時期：モデル事業を対象に評価表作成時に合わせて実施する。 

(3) 人件費単価の決定 

 全職員の平均給与額を使用する。 

 ただし、嘱託・臨時職員の人件費は各課において「実時間と実績金額」を計算する。 

 平均給与額の計算は人事課で平成 13年度の金額を算定する。 
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(4) その他業務量調査（業務分担整理表作成）時の留意事項 

 事業の単位は事業別予算における事業とするが、事業別予算に含まれない人件費のみの事業・業務があれば、これも事業･業務

として加える。 

 課をまたぐ横断的な事業については、当該事業を所管する部課において、事業名を記載し、他課からの受入人工数を加える。

他課では、所管課への払出人工数として集計した上で控除する。 

 業務量調査の単位は、一人の年間業務量を 1とすると、20分の 1（0.05）とする。 

 年間の業務量が 20日を超えないものは含めない。 

 業務分担整理表はまず係単位で作成し、課単位にまとめる。 

 

○ 間接費の配賦 

(1) 情報処理関係費用 

 業務系の支援システムにかかる費用（保守、開発、運用費）はコストとして集計し、各事業に配賦する。 

 各事業への配賦計算は事務管理課で実施する。 

 庁内 LANの費用については、全庁的な費用と考え、配賦計算の対象とはしない。 

(2) 庁舎の維持管理経費 

 庁舎の維持管理経費については、全庁的な費用と考え、配賦計算の対象とはしない。 

(3) 管理部門の経費 

 管理部門の経費については、全庁的な費用と考え、配賦計算の対象とはしない。 
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○ 行政コストの範囲 

(1) 減価償却費 

 過年度において取得した事業に直接必要とされる固定資産で一定金額（例えば 10 百万円）以上の資産を対象として、減価償却

費を計算する。 

 新規取得の固定資産については、事業に直接必要とされる固定資産を台帳管理しておき、今後減価償却費を計算できるように

準備しておく。 

(2) 金利、退職手当引当金 

 将来的には行政コストに含めて算定する必要があり事業ごとに計算する予定であるが、算定に時間を要するため、今回は計算

の対象とはしない。 

(3) （控除）貸付金 

 貸付金、積立金等将来返済される予定の支出は行政コストには含めない。 

 

以上 
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3.  モデル事業評価アンケートの集計結果 

 

モデル事業評価に関するアンケート集計結果 

No． 質問 Yes No 理由 
1. 成果の指標は適

切に設定できま

したか？ 

11 9 No 
○調査結果がどのように施策反映しているのか、されるのかという点まで把握していないことから、

事業の成果（満足度）という観点からの設定は苦慮する。（広報広聴課） 
○利用者が直接的に公共施設の空き状況や予約を行なうことで、利用者の利便性が高まり、窓口の受

付事務も軽減されるので、指標としては妥当と考えるが、データの収集が難しい。（事務管理課） 
○職員被服貸与事業の性格上、成果を数値化することが難しいと思った。（人事課） 
○成果指標を表すための実績データが不十分だった｡（行政評価を見据えた実績を把握する必要があ

る｡（児童福祉課） 
○特に公共事業投資については客観的な成果指標の設定が困難であり、活動結果と類似した指標設定

となってしまった。（道路課） 
○対象団体の活動回数を誰に、どのような方法で利用者数の確認をするか問題点あり。（公園緑地課） 
○現状を踏襲した場合での数値を設定したが、会期・会場・募集内容などに課題も多く変更になって

いく可能性もあること。（社会教育課） 
○高校・大学への進学資金の一助としての貸付に対する、借受者の人的成果を指標として反映しにく

い。（総務課） 
Yes 
○現在、適切と思われる指標の参加人数とした。（秘書課） 
○結果指標（延べ研修参加人数）にとどまらず、成果・効果を測る物差しとして、復命書の提出率を
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No． 質問 Yes No 理由 
指標とした。（職員研修室） 
○タクシー利用券交付枚数に対し、利用枚数という実績があるため。（障害福祉課） 
○入所している児童の保護者が対象のため。（保育課） 
○一応できたが、指標の方法についての内部検討ができなかった。他にもできる方法についてもう少

し検討する必要があると思う。（環境資源課） 
○全自治会に占める要望自治会の割合を成果の指標とすることにより、その指標値が低いほど衛生害

虫の発生が少なく、良好な環境が保たれていると考えられる。（環境保全課） 
○当指標は平成 17 年度を目標とした指標であり、その後の新たな目標値との整合性に懸念。また、当
事業は設置だけでなく既存照明灯の修繕等を含むものであるが、一つの指標として判断せざるを得な

いと思われる。（交通防災課） 
○観光協会補助事業なので、観光協会に補助金を交付し観光事業の開催までを指標として設定した。

（商業観光課） 
○指標の基準を何に据えるか戸惑うところもあった。適切であったとは考えるが、客観的にみての妥

当性は図りがたい。（指導課） 
○現時点で設定できる指標としては適当であると考えるが、市民側から見た指標としては不十分であ

り、今後どう設定していくかが課題である。（企画課） 
 

2. 活動結果の指標
は適切に設定で

きましたか？ 

17 3 No 
○ふれあい公園整備事業は、公園を新規に整備し設置することを目的とするが、ここ数年改修や土地

返還に伴う撤去が増加し、維持管理に偏っているので事業を分離して考えたい。（公園緑地課） 
○現状を踏襲した場合として設定したが、会場・参加人員とも過密化しており、今後は、制限的な条

件を踏まえた募集も検討していく必要もあることから流動的であること。（社会教育課） 
○今回は貸付金額と貸付人数を指標としたが、等しく教育を受ける機会を与える目的からの設定とし

てはどうか、今後も検討すべき課題と思う。（総務課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
Yes 
○現在、適切と思われる指標の参加人数としたため。（秘書課） 
○対象者、回収率、回答者数という実績を踏まえて設定できた。（広報広聴課） 
○設定した指標以外に数値化できるものがない。（事務管理課） 
○限られた予算の範囲内での、結果指標（延べ研修参加人数）の設定は事業の効率的・効果的な研修

事業運営の物差しとなる。（職員研修室） 
○相談件数は年々増加しており概ね適切と思う。（市民生活課） 
○タクシー利用券対象者数に対し、交付者数という実績があるため。（障害福祉課） 
○事業の開催箇所、開催回数、参加者数等はほぼ適切に把握できていた｡（児童福祉課） 
○長時間保育利用者に対して、公立保育所の数が決まっているため。（保育課） 
○設置基数と単位当たり設定であり、適正な指標となっていると考えます。（環境資源課） 
○薬剤を配布する対象は、要望する自治会に限られるため、コストの算出は適正に行なえます。（環境

保全課） 
○一つの指標であり適切と思われる。（交通防災課） 
○観光事業の活動結果については，人件費等の適切な把握（商業観光課） 
○道路改良工事の実績として設定できた。（道路課） 
○各学校からのボランティアの活用状況、傷害の発生状況について月例報告を求めているので活動結

果については、適切に把握できた。（指導課） 
○現時点では、より適正な代替案がないと考えられるから。（企画課） 
 

3. 評価に活用でき
る単位当たりコ

ストを的確に把

13 6 No 
○職員、管理職の業務分担表の作成がむずかしく、業務の実態が適切に反映されていないので、人件

費の積算が不十分である｡（児童福祉課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
握 で き ま し た

か？ 
○観光推進事業は，ごみ処理・警察官等交通規制警備・ボランテイア・会議室・会場使用等があり行

政評価に算出しにくい。（商業観光課） 
○業務分担整理表で担当別事務量（担当外主任係長課長）の割り当て（治水課） 
○事務量については、臨時、突発的な業務も多く、全体量からの相対が主観的になった面は否定でき

ない。（指導課） 
○人件費と事業費の合計額を活動結果としての指標で割って算出した数値の評価の意味が不明確であ

る。（総務課） 
Yes 
○比較的容易に算出された。（秘書課） 
○対象者、回収率、回答者数という実績を踏まえて設定できた。（広報広聴課） 
○職員人件費以外は、決算額で事業費が把握できる。ただし、センター設備が設置されている中央市

民会館のスペースのコスト等が算入されていない。（事務管理課） 
○職員 1 人に対するコストが判明し、業務運営の指標として活用でき、業務改善につながる。（職員研
修室） 
○長時間保育を希望する保護者が限られるため、適正に行なえる。（保育課） 
○設置基数と単位当たり設定であり、適正な指標となっていると考える。（環境資源課） 
○薬剤を配布する対象は、要望する自治会に限られるため、コストの算出は適正に行なえます。（環境

保全課） 
○当事業は、設置だけでなく既存照明灯の修繕等を含むものであるが、一つの指標としてとらえるこ

とでよろしいのかと思う。（交通防災課） 
○資源投入量に対する活動結果により、客観的に把握できた。（道路課） 
○事業実績を基に確認することは容易である。（公園緑地課） 
○職員人件費も含めた単位当たりコストは、参考となった。（社会教育課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
その他 
○どちらともいえない。 

4. 事業の性質上、
活 用 し に く い

（ 評 価 が 困 難

な）評価の視点

（妥当性、有効

性、貢献度、効

率性）がありま

したか？また逆

に不足している

評価の視点があ

りましたか？ 

9 7 Yes 
○参加人数を指標にしているが、本来なら個々の人がどれだけ国際化されたかを測ることが目的にか

なうが、困難である。（秘書課） 
○「自宅等の端末から予約ができる」といった利便性を数値化する必要があると考える。例＝公共施

設に出向いて予約をし、自宅に帰るまでのコスト計算など（事務管理課） 
○市民のニーズについて、実際に測ったことがないため高いか低いか具体的に評価することは難し

かった。（人事課） 
○内部管理の事業では、効率性や貢献度を数字として表しにくい（職員研修室） 
○効率性が評価困難でした。（市民生活課） 
○『市が行なう必要があるか』との設問は、判断しづらい｡（児童福祉課） 
○事業が完成しないと目的、成果が達成できない。（消火用水が確保できるのは、全線完成後）（治水

課） 
○貢献度については、アンケート等を実施しない限り、正確には把握しにくい。（指導課） 
○右側の「0～3 の位置付け」について、評価としての良否を決定して、次の「具体策とその実施時期
の決定」を表に明記すべきではないでしょうか。（総務課） 
○貢献度の質問事項が適切ではないと考えられる。上位施策との関連でもって貢献度を考えるべきで

はないか。（企画課） 
No 
○第 2期の実施計画でも使いましたが、具体性に乏しい。（環境資源課） 
○事業の再確認を行なうには上記の項目が必須であり、係数を使用しての表示は評価者にとってはや

や難が感じられますが、文言に比し優れていると考えます｡（環境保全課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
○観光推進事業は越谷市の産業経済、産業労働において、寄与している面もあり、評価が困難。（商業

観光課） 
○事業内容を確認する上で、概ね各評価の視点に分類できた。（道路課） 

5. 現 行 の 評 価 方
法、項目は適切

と思いますか？ 

8 8 No 
○実績を重ねデータを収集し評価方法の指標を決める方法を確立してはどうか。（秘書課） 
○事業によっては現行の評価方法ではなじまないものがあると思う。（人事課） 
○思わない。事業を再確認するには、もっと細かな視点と評価方法（10 段階位に）にしても良い。第
2期の実施計画でもほとんどの事業が同じ結果ではなかったでしょうか（環境資源課） 
○単一の事業であれば評価、単位当たりコスト等も適切に抽出され、判断できるものと思われる。当

事業名の対象となる具体的な内容、種類等の明記があれば理解もし易くなるのではないかなとも思う。

（交通防災課） 
○評価方法について、市民サービスなど成果があらわれにくい職場と、事務的な職場では、評価の対

象が大きく違いすぎる。（商業観光課） 
○事業によっては表面上の見方しかできないものとなり、住民要望の高さや満足度など数量的な評価

としては現れにくい要素があると思う。（道路課） 
○事業の種類、内容によって評価方法及び項目が何種類か用意できないか。（治水課） 
Yes 
○他に適切な評価方法が見出せない。（事務管理課） 
○直接的に研修成果が、市民サービスの向上につながりにくいため、成果指標が公表されたときに、

市民の理解が得られるか（職員研修室） 
○概ね、事業について評価すべき項目は、網羅されている。（障害福祉課） 
○評価を数値化することは必要であると思う｡但し、成果指標式を設定しづらい事業がある｡（児童福

祉課） 
○事業の評価を数値化することは必要であると思うが、事業によって成果指標式を設定しづらい事業
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No． 質問 Yes No 理由 
もあると思う。（保育課） 
○従来、稀にコスト意識が希薄であると評されてきた行政にコストに係る項目が設定されていること

は、法の主旨である効率的な行政の運営に資するものと考えます.（環境保全課） 
○項目に対して、ほとんどが個人の主観ですが、客観的な評価の検証方法と言われると、難しいとこ

ろがある。（公園緑地課） 
○課題は残ると思うが、代案は設定できない。評価法に慣れるまでの時間は要する。（指導課） 
その他 
○他市の例などの資料を基にグループ討議等で比較検討する機会を経ないとわかりません。（総務課） 
 

6. 評価表に記載し
ているデータに

過不足がありま

したか？ 

1 15 Yes 
○事業の性格・内容によっては住民要望が高いものがあり、数量的な把握が可能なデータ項目も必要

であると思う。（道路課） 
No 
○現時点では十分と思う。（秘書課） 
○他の方法と比較できないので、わかりません。他市で行っている表はどのようなものでしょうか

（環境資源課） 
○評価に使用するデ－タは事業の適否を判断するのに重要なものでありますが、搭載デ－タは適切と

考えます。（環境保全課） 
○開始年度がつかみにくいものもある。「開始年度」と「終了年度」の間に、「制度改正」を加えたら

どうか。（指導課） 
○事務事業評価レベルでは過不足はないと思われる。（企画課） 
その他 
○他市の例などの資料を基にグループで検討しないと過不足の評価はできないと思います。（総務課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
7. 具体的な事業の

課題や対応策は

この評価表で抽

出 で き ま し た

か？ 

16 3 No 
○市民ニ－ズの把握という事務の性質と当該調査結果がどのように反映されているのか、という点で

の評価項目方法等が課題かと考える。（広報広聴課） 
○概要はつかめるが、補助資料がそろわなければ、課題や対応策は抽出できない。（指導課） 
○実績の指標（数値）と評価視点の関連性、連続性がわからない。（総務課） 
 
Yes 
○人件費がかかっているため、今後は市の職員のかかわりを減らし、越谷市国際交流協会会員の比率

を多くする必要がある。（秘書課） 
○有効性の欄の「事業の成果は十分か」の問いについて、「十分」の指標は主観的にならざるを得な

い。（事務管理課） 
○概ね、抽出できた。（人事課） 
○事業の目的と結果・成果の関連付けが行なえ、事業の目的の明確化、実施手段の改善が図られる。

（職員研修室） 
○事業の方向性について、事業方法を見直すことにつながる。（障害福祉課） 
○抽出できたが、目標値の設定がむずかしい｡（児童福祉課） 
○事業の方向性や見直しにつながる。（保育課） 
○事業実績の成果数値の推移を分析することにより、事業の在り様、問題点そして解決への展望が拓

けます｡（環境保全課） 
○地元住民に対する整備計画の周知と協力要請が事業の効率性に影響することがわかった。（道路課） 
 

8. 現行の評価方法
で、評価結果を

17 2 Yes 
○予算・総合計画＝事業のニーズを把握し適正な予算、計画をたてることができる。（秘書課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
何かに利用でき

る と 思 い ま す

か？ 
〔予算〕〔決算〕

〔総合計画〕〔実

施計画〕〔その

他〕 

○成果が数字で示されることにより、事業計画、予算等においては十分活用可能。（広報広聴課） 
○予算・実施計画＝費用対効果が把握できるので、事業の見直しに役立つ（事務管理課） 
○総合計画・実施計画・男女共同参画プラン（職員研修室） 
○事業の改善等に役立つ。（障害福祉課） 
○予算・実施計画＝課題を把握することにより、事業費の重点的な配分をすることができる｡（児童福

祉課） 
○予算・総合計画・実施計画＝事業の方向性や見直しができるので、改善に役立つと思う。（保育課） 
○予算・決算＝事業別予算になるため。（環境資源課） 
○予算＝評価についての議論を経て、その内容を行政の設計書である予算の編成に利用できると考え

ます。（環境保全課） 
○総合計画＝市民ニーズの低い事業及びコストが高い事業は（スクラップ＆ビルド）され、またライ

フスタイルの変化、少子化、高齢化等に対応できる。（商業観光課） 
○決算・総合計画＝決算の裏づけとして実績データとの関係がわかり、また、将来にわたり総合計画

策定等に利用できる。（道路課） 
○予算・実施計画（治水課） 
○職員定数や今後の自治経営のあり方等が考えられる。（公園緑地課） 
○現状や今後の方向性を把握する資料として活用ができる。（社会教育課） 
○予算、決算、総合計画については、効率化を図るため共用したい。（指導課） 
○予算・総合計画・実施計画・組織定数＝事業別予算との連携で、事業のプライオリティーをつける

ことができるの。経年で情報を蓄積していくことで、総合振興計画策定の基礎情報としても使うこと

ができる。業務分担整理表は組織定数のヒアリング調書としても応用可能と考える。（企画課） 
No 
① 実績の指標と評価の各視点との関連性の明記、②評価の各視点の課題抽出と解決策の設定、③前記
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No． 質問 Yes No 理由 
②の優先順位づけからの年次計画の設定・実施という連続性の標記をわかりやすくすることが必要

と考えます。（総務課） 
 

9. モデル事業評価
を 行 っ た こ と

で 、 良 か っ た

点、悪かったと

思われる点はど

のようなことで

しょうか？ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 
 

- 
 
良かった点（”＝”より後の記述は理由） 
○事業の成果を数値で見ることができた。＝事業の評価を具体的な数字（金額）で評価できるため次

の回に対しての比較が容易になったため。（秘書課） 
○評価方法が確立されること。＝いつの時点でも、同じ視点からの評価が可能となる。（広報広聴課） 
○「何をどのような状態にしたいのか。」という説明がわかりやすかった。また、人件費の把握方法に

ついては、現段階ではもっとも妥当であると思われる。（事務管理課） 
○コスト面から、改めて事業を見直すことができた。（人事課） 
○事業コストの算出＝他団体とのコスト比較が可能になった（職員研修室） 
○あらためて、事業の見直しをすることにより、課題や問題点について検討する必要のあることが

判った。（障害福祉課） 
○成果指標を検討したこと｡＝行政サービスを受ける側からの評価という点について重要性を痛感し

た｡ 
○事業の課題や問題点が見えてきた。（保育課） 
○業務内容を別の視点からとらえることができた。（環境資源課） 
○事業を検証するにあたり、その実施項目、数値の算定方法、改革改善方法そして計画について、共

通の認識をもって執行できることであると考えます｡（環境保全課） 
○単位当たりコスト等が数値化されたことで、一つの判断材料とすることができる。（交通防災課） 
○各事業の評価を長期的みれば、適正な事務量及び適正な人員配置に反映させる資料になる。（商業観

光課） 
○活動結果における実績を把握できること。（道路課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
 
 
 
 
モデル事業評価

を 行 っ た こ と

で 、 良 か っ た

点、悪かったと

思われる点はど

のようなことで

しょうか？ 

○業務整理分担表＝各業務の事務量が把握できた（治水課） 
○行政評価制度の導入にあたって、他課の業務情報を得る機会が持てたこと。（公園緑地課） 
○担当する事業を様々な視点から見つめなおすことができたこと。（社会教育課） 
○成果について、Doだけで留まらず、客観的に見直す機会ができたこと（指導課） 
○予算に対する結果を数値で明確にすることで、次の目標設定がしやすくなるきっかけとなった。（総

務課） 
○事業のコストを把握することができた。（企画課） 
悪かった点（”＝”より後の記述は理由） 
○評価の指数が正しかったかの見きわめが難しい。＝今回、設定した指標が将来にわたって適切で

あったかを確認できない。数字が一人歩きする可能性があり事業の内容を十分に反映できない可能性

がある。（秘書課） 
○PDCA のサイクルの流れを一枚の評価シートで把握しようとするのは、考え方は良いと思うが実施
してみると難しい。（事務管理課） 
○市民相談事業は業務内容から、モデル事業評価は不適当と思われた。（市民生活課） 
○個人の考え方だけで、事業の評価を行なうこと。（障害福祉課） 
○コスト意識が強く働くと、市民が安価で手軽にたのしめる文化、スポーツ等憩いの場を失ってしま

う。（商業観光課） 
○事業の再確認においては、主観的な判断に偏る恐れがあると思う。（道路課） 
○他の事業の評価＝他の事業の評価も行い互いに比べる（治水課） 
○衰退している事業をモデル事業として取り上げられた理由がわからない。（治水課） 
○協議の場が少なかった。＝内容説明とその場での調書作成などで、協議や討議する時間が少なかっ

たように感じた。（社会教育課） 
○前半は、要領がつかめず評価に振り回される傾向があった。事業によっては、指標が出しにくいも

のもある。（指導課） 
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No． 質問 Yes No 理由 
10. 今後行政評価シ

ステムの成果を

より高めていく

ために、評価シ

ステムの改善す

べき事項は何で

すか？   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- - ○指標のより適切な設定と評価の有効な利用方法を考えていくことではないでしょうか。（秘書課） 
○事務事業をソフト部門、ハ－ド部門と区分した場合におけるソフト部門の成果（満足度）評価をど

のようにするか。また単に経済性、効率性のみでは解決し得ない事業の成果（満足度）評価方法につ

いては検討が必要かと考える。（広報広聴課） 
○「成果指標」の概念と設定方法について、職員に深く理解してもらう必要がある。事業ごとの評価

に「手間ひま」がかかるので、効率よく評価表を作成できるように、具体的でわかりやすい指示書

（マニュアル）が必要と考える。（事務管理課） 
○評価を数値で表すことが難しい事業をいかに評価していくか、今後改善すべき点と考えるが不完全

でもいいから評価していくのも、事業を見直すきっかけとなり事務改善になる。（人事課） 
○事業の判断について、客観的な判断ができるようシステムを整備すること。結果・成果の区別を

しっかり理解させること。（職員研修室） 
○事業の再確認（妥当性、有効性、貢献度、効率性）の判断が難しいので、基準の実例を挙げてはど

うか｡（児童福祉課） 
○現在、一部の職員が作成にあたっているので、今後は全職員が定期的に入力をするシステムが必要。

（環境資源課） 
○これまで行政の意思決定を支えてきた既存の制度や仕組み（総合計画、予算編成等）を与件とし

て、その上に行政評価制度を追加しても、その効果は限定的なものにならざるを得ないことも考えら

れます。（環境保全課） 
○各評価項目欄の自由記述の仕方、表現方法が記入者によって異なるため、統一的な基準のようなも

のがあればとも思われる。（交通防災課） 
○事業評価研修を継続していくことで、より精度の高い評価システムの構築と常に職員のコスト意識

が反映される。（商業観光課） 
○公共事業に対する住民要望と事業投資効果の関係を評価できるような指標の設定及び評価システム
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No． 質問 Yes No 理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今後行政評価シ

ステムの成果を

より高めていく

ために、評価シ

ステムの改善す

べき事項は何で

すか？   
 

であることが望ましいと思う。（道路課） 
○事業目的・内容を把握していないと、適切な活動・成果指標を作成することができない。（公園緑地

課） 
○個人の冷静な判断が必要とするものは誰がやっても同じ評価となるような標準化が必要。（社会教育

課） 
○Q8にあるように、予算、実施計画等と併用して進められること、評価票について易行化を図り、手
軽に行なえるシステムを確立すること（指導課） 
○数値化した評価から、課題の抽出、そして解決策の設定、優先順位付けによる実施計画、実行、そ

してまた評価へという関連性の明記による「評価」が「実績」に結びつくシステムづくりが必要。（総

務課） 
○現行の内部管理の各種制度の中での位置付けを明確にし、評価結果を予算や事業計画の策定と有機

的に結合していくことで、行政運営の中に PLAN－DO－CHECK－ACTION という、いわゆるマネジ
メント・サイクルを構築する必要がある。さらに、事務の煩雑化を回避し、情報の一元化を図るため

に、実施計画の実績調書と行政評価の事後評価の統合、また、行政評価の事前評価と予算の新規事業

調書や実施計画の策定のため調書の統合も必要である。同時に、今の計画から予算、事業の実施にい

たる行政運営のありかたも見直すことで、より簡潔で効果的な仕組みを構築していく必要があると考

える。（企画課） 
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4.  職員アンケート結果 

有効回答件数 課長補佐相当職  92件 

係長相当職   217件 

主任相当職   316件 

空白             51件 

合計       676件 

     ※ 以下、空白の人は主任相当職に含める。 

 

    問１）あなたは仕事の目的や目標をどのように認識していますか。 

        １ 明確な目的理解と数値目標をもっている 

        ２ 目的は理解しているが数値目標は持っていない 

        ３ 特に考えたことがない 

        ４ その他 

 
 １ ２ ３ ４ 無回答 

課長補佐相当職 24件 
(26％) 

67件 
(73％) 

1件 
(1％) 

0件 
 

0件 
 

係長相当職 41件 
(19％) 

163件 
(75％) 

12件 
(6％) 

0件 
 

1件 
(0％) 

主任相当職 54件 
(15％) 

266件 
(72％) 

37件 
(10％) 

3件 
(1％) 

7件 
(2％) 

合計 119件 
(18％) 

496件 
(73％) 

50件 
(7％) 

3件 
(1％) 

8件 
(1％) 

 

  ４ その他の意見： 

・（仕事の目的や目標を）生活を維持していくため（と認識している） 

・市民ニーズは数値だけでは表せない 

・人員の削減で質の良い仕事が出来ない 
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問２）あなたは、仕事を行なうときに業務や職場の改善を考えていますか。 

      １ 考えて実行した  ２ 考えたができなかった  ３ 考えたこともない 

 
 １ ２ ３ 無回答 

課長補佐相当職 57件 
(62％) 

33件 
(36％) 

2件 
(2％) 

0件 
 

係長相当職 91件 
(42％) 

116件 
(53％) 

9件 
(4％) 

1件 
(1％) 

主任相当職 147件 
(40％) 

193件 
(53％) 

19件 
(5％) 

8件 
(2％) 

合計 295件 
(44％) 

342件 
(50％) 

30件 
(5％) 

9件 
(1％) 

 

   問３）あなたの仕事を向上させるために必要なこと、改善すべきことは何ですか。 

   （２つ以内で複数回答可） 

１ 市民のニーズの把握   ２ 業務のしくみの改善     ３ 職場の意志疎通 

   ４ 業務のマニュアル化  ５ 上司の指示・判断の明確化 ６ 職員の能力開発 

７ その他 
 １ ２ ３ ４ ５ 
課長補佐相当職 50件 45件 27件 8件 8件 
係長相当職 74件 104件 63件 44件 35件 
主任相当職 116件 190件 142件 67件 50件 
合計 240件 339件 232件 119件 93件 

 
６ ７ 無回答 

39件 0件 0件 
66件 0件 0件 
81件 0件 5件 

186件 0件 5件 

     ７ その他の意見： 

・（仕事を向上させるために必要なこと、改善すべきことは）今の民間状態を踏まえる

こと。 

・職員の仕事に対する意識を変える 

・職場環境の改善 

・相手（市民等）の意思を汲み取る。 
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問４）あなたは、現在越谷市では適正に経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）が配分され

ていると思いますか。 

      １ そう思う       ２ そうは思わない        ３ 分からない 

 
 １ ２ ３ 無回答 

課長補佐相当職 5件 
(5％) 

76件 
(83％) 

11件 
(12％) 

0件 
 

係長相当職 14件 
(6％) 

171件 
(79％) 

32件 
(15％) 

0件 
 

主任相当職 29件 
(8％) 

265件 
(72％) 

69件 
(19％) 

4件 
(1％) 

合計 48件 
(7％) 

512件 
(76％) 

112件 
(16％) 

4件 
(1％) 

 

問５）市役所にもニュー・パブリック・マネジメントの視点から改革が求められる時代になっ

てきていますが、越谷市でも改革への取組みが必要だと思いますか。 

      １ 強力な改革が必要  ２ どちらとも言えない   ３ 改革は必要ない 
 １ ２ ３ 無回答 

課長補佐相当職 67件 
(73％) 

24件 
(26％) 

1件 
(1％) 

0件 
 

係長相当職 117件 
(54％) 

93件 
(43％) 

2件 
(1％) 

5件 
(2％) 

主任相当職 205件 
(56％) 

151件 
(41％) 

1件 
(0％) 

10件 
(3％) 

合計 389件 
(57％) 

268件 
(40％) 

4件 
(1％) 

15件 
(2％) 

 

意見： 

・（市役所にもニュー・パブリック・マネジメントの視点から改革が求められる時代になって

きたことを）研修を受けて強く感じた。 

・目的を達成する為に何が必要で何が不要かを考えるべき時であると思う。 

・定数管理の見直しを図る必要がある。労働に関わった時間の問題でなく、成果の率で（仕事   

率、生産高 etc）評価すべき。職員一人一人の意識改革が必要だ。一刻も早く行政評価を行    

なうべきだ。 

・やる気の無い上司多し。今まで通りを押し付け、新しい意見を時間が無いの一言で撥ね付け
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られる。 

・改革意識をもたない職員の（意識）改革（が必要） 

・常に危機感が必要 

・システムの変換（が必要） 

・アウトソーシング、ワークシェアリング導入（が必要）但し、徐々に実行すべきではない 

か？ 

・トップダウンの取組みでなければ実施不可能。 

・例年通りではなく成果を挙げ責任を持って仕事をする意識が必要。意識が変われば問題意識

がでて改善なり成果に繋がる。 

・働かない人間を働かせなければいけない。 

・管理職を減らし、現場の職員の仕事量を分散・軽減する。 

・国や県は市町村以上に必要 

・民間企業の何が自治体に合うのか？検討必要 

・強力とまでは言わないが確実なもので（改革を）！ 

・雇用の確保に留意必要。 

・積極的に（改革に）取り組むべき。 

・強力な改革でなくとも改革は必要である。 

・人件費の削減（が必要） 

・事業のコスト分析、組織文化（人事）等の改革による職員の意識向上が必要。 

・（改革には）先ず、人事評価が必要。 

・日本全体と歩調を合わせる必要有り。 

・横の連携重要。 

・適正な人事管理システムの導入（が必要） 

・保育や介護はコストだけでは割り切れない。 

・効率性、新しいことばかり求められるが住民のニーズの把握には、人的、時間的資源が必要。

必要な部署には必要な人材の投入を！！ 

・経営資源の活用を有効的に行なう。 

・いわゆる「役所仕事」は駄目。職員一人一人の意識改革と組織体制、仕組み作りが重要。 

・各現場を部署と当局の両面で分析する必要有り。 

・市民のサービスばかり考え、経費と効果効率を考えていない（のが現状である）。 
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・客観的基準を設け比較検討できる仕組み作りが必要。 

・業務の仕組みの改善が必要、能力有る人が埋もれている。 

・サービスだけを徹底するのは限界がある。利潤を追求し、企業化すべき。税金を払うのは当

たり前。市民と対等の関係を築くべき。利用が少ない人にはそれなりの配当をする。 

・適切な人員配置と日常の意識改革。 

・当初から市民を入れて改革する。 

・少なくとも縦割行政を改善し、スリム化すべきである。 

・課所毎の連携がスムーズに行ってない。 

・不平等な人員配置、不適切で過剰な現職配置、働かない職員の切捨て。 

・意識改革が必要では？ 

・行政は経営的要素だけではない。ソフトが重要。 

・市民課窓口（の改革） 

・（行政評価システムの）導入が遅い。 

・全部一律ではなく部署に応じて（の改革）。 

 

   問６）現在あなたが担当している仕事に対するあなた自身の満足度と市民からみた 

      満足度との関係について、どう自己評価していますか。 

     ・自己の満足度は  １ 高い    ２低い    ３ わからない 

     ・市民の満足度は   １ 高い    ２低い   ３ わからない（測れない） 

 

     【自己満足度】 
 １ ２ ３ 無回答 

課長補佐相当職 45件 
(49％) 

37件 
(40％) 

9件 
(10％) 

1件 
(1％) 

係長相当職 77件 
(36％) 

85件 
(39％) 

52件 
(24％) 

3件 
(1％) 

主任相当職 143件 
(39％) 

147件 
(40％) 

68件 
(19％) 

9件 
(2％) 

合計 265件 
(％) 

269件 
(％) 

129件 
(％) 

13件 
(％) 
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   【市民満足度】 
 １ ２ ３ 無回答 

課長補佐相当職 19件 
(21％) 

24件 
(26％) 

48件 
(52％) 

1件 
(1％) 

係長相当職 34件 
(16％) 

64件 
(29％) 

115件 
(53％) 

4件 
(2％) 

主任相当職 55件 
(15％) 

100件 
(27％) 

205件 
(56％) 

7件 
(2％) 

合計 108件 
(％) 

188件 
(％) 

368件 
(％) 

12件 
(％) 

 

 

 

問７）仕事の目的を明確にし、コストを正確に把握するとともに、成果をきちんと評価して市民に説

明するための新たなしくみづくりが必要だと思いますか。 

   １ 必要だと思う    ２ 必要だと思わない   ３ わからない 

 

 
 １ ２ ３ 無回答 

課長補佐相当職 89件 
(97％) 

1件 
(1％) 

2件 
(2％) 

0件 
 

係長相当職 186件 
(86％) 

14件 
(6％) 

16件 
(7％) 

1件 
(1％) 

主任相当職 301件 
(82％) 

22件 
(6％) 

35件 
(10％) 

9件 
(2％) 

合計 576件 
(％) 

37件 
(％) 

53件 
(％) 

10件 
(％) 
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5.  研修の要約 
 
日時 ： 平成 14年 9月 19日（木）  第一部 10時 30分より 
  第二部 13時 30分より 
 平成 14年 10月 16日（水） 第三部 13時 00分より 
  第四部 15時 00分より 
 

     会場 ：越谷市民会館 
     参加者：第一部 課長補佐・係長・主任(相当職を含む)（175人） 

第二部 課長補佐・係長・主任(相当職を含む)（183人） 
第三部 課長補佐・係長・主任(相当職を含む)（169人） 
第四部 課長補佐・係長・主任(相当職を含む)（195人） 

 
     講演：地方自治体における事務事業評価システムの導入 

講師 石原俊彦氏（関西学院大学産業研究所教授） 

 

―― 講演の骨子 ―― 

行政評価とは 
まずは民間企業の経営の発想を取り入れて事業を評価してみる。今までの行政は基本的に

予算主義である。よって今までは、Plan－Do－Plan－Do のサイクル で評価があまりされて

いなかった。今後は、Plan－Do－See のマネジメント・サイクルを意識していかなければな
らない。 

－NPM（ニュー・パブリック・マネジメント）－ 

       NPM の基本原理は①市場競争原理の導入②顧客志向③成果志向④現場への権限委譲であ

る。これは、行政サービスの水準の向上と効率的な行政運営を目指すものといえる。 

      Plan（計画）を行なう場合には、当然のことだが顧客志向にならなければならない。行政
の場合の顧客とは、現在の市民と将来に渡る市民を指す。行政は顧客に対して将来に渡って、

公平性を保たなければならない。See（評価）現状分析が大事である。現状分析を行い、次
への改善改革につなげていかなければならない。 

 

行政評価導入の効果 
行政評価は現状分析である。評価表には「効果・コスト・財源」というデータが入ってい

る。これを使って分析を行っていくと改善・改革案が必ずでてくる。また評価表をつくるた

めに自分の行っている仕事は総合計画のどこに位置しているのかを明確にしていくことで、

事業の目的がわかってくる。市民とつくった総合計画を意識することで、手続き・前例・形

式ではなく市民に喜んでもらうためにはという案がでてくる。 

→ 何もしないでほっておくと効果はゼロとなる。 
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なぜ今、行政評価なのか 
－ 資源の有効活用 － 

今後急速に少子高齢化の進む日本では、必然的に社会保障費がかかるようになるのである。

また、借金構造が進み、財政構造改革が思うように進んでいないなどの要因により今後国か

らの助け（交付金・補助金）を役所は当てにできなくなってきている。よって、限りある資

源を有効活用し、目の前の人へのサービスを維持することを優先するのではなく、出来るだ

け借金を将来に作らないようにする財政運営が役所に求められている。既存の事業はなかな

かやめられなく新規事業は通らないという現状を続けていくわけにはいかないのである。行

政評価というツールを活用して「人・モノ・情報・金・時間」この５つの資源を有効に使っ

て、最小の経費で最善の効果を求めていかなければならない。 

－情報提供－ 

市民との協働という点から、情報公開ではなく情報提供を行っていかなければならない。

市民も行政に参加してもらうということは、役所の人が知っている情報を市民に分かる言葉

で提供していく必要がある。また、今後、市民からも役所では何をどうやってどの位コスト

をかけて行っているのか説明が求められるようになるであろう。例えば、役所で行っている

サービス１品 1 品、１件 1 件についてコストを計算できる仕組みを作るなどの必要性がでて
くる。そして、もし民間を上回るコストを使っていた場合、それが社会にもたらす効果をき

ちんと説明できるようになる必要がある。 

今後、正々堂々と自分の仕事は本当に必要なもので効率的に実施できていると確信が持て

る職員にとっては、行政評価がそれを客観的に証明することになり、保身のツールともなる

のである。 

 

行政評価の基礎概念 
 

インプット 投入予算・労力 

プロセス 仕事をしている状況 

アウトプット 仕事から生み出される行政サービス 

アウトカム アウトプットを住民がどう感じるか 
このようなデータを使って仕事の内容をチェックする。そして、今後のあり方について矛

盾を出さないように考えて行く。 
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    まとめ 

市役所の仕事をきっちり行っていることを市民に説明するためには、コストに加えて、市

民がどれだけ満足しているかを説明できるようにならなければならない。行政評価という

ツールを使うことで、仕事の目的を明確にし内容を説明できるようにしていく必要がある。 

また、行政評価を導入し現状分析を行うことで、今後への課題が明らかになる。そして、

今後どうしていけばよいかという考えもでてくる。 

しかし、行政評価が自治体に改革をもたらすかどうかは、そこに関わる職員の方々の意識

が大きく影響する。具体的な改善・改革案がでてくるかは皆さんの意識の持ち方次第である。 
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6.  視察報告 

調 査 結 果 報 告 書 

（平成 14年 10月 18日市長決裁） 

 

(1) 愛知県名古屋市 

名古屋市は平成 11 年度から行政評価制度を試行、平成 13 年度に本格導入と、試行

から導入まで３年を要しています。 

評価の対象事業としては、13年度は 1課 1事業及び 1億円以上の一般財源を投入し

ている事業の合計 857 事業から始め、14 年度は 1,398 事業、15 年度に全事業の約

2,000事業と段階を踏んで評価対象事業を拡大しています。 

これは行政評価制度を全庁的に浸透させていくのと併せて、制度そのものを改良し

ていく必要があるためとのことです。 

越谷市におきましても、今年度はモデル事業の評価からはじめ、数年かけて改良を

加えながら対象事業を拡大していく必要があると考えられます。 

 また、名古屋市は今年度から、学識経験者、弁護士、税理士、行政経験者から構

成される「外部評価委員会」を設置し、「外部評価」を実施しております。全ての事

業を評価するのではなく、今年度の評価対象事業（1,398 事業）の中から市の裁量が

働く事業（956 事業）のみ外部評価の対象とし、市の評価と外部評価の結果にギャッ

プがあるものについては全てコメントを付してあります。 

さらに、市の評価結果と外部評価の結果がくい違う場合は見解の相違としてそのま

ま受け止め、評価結果を今後どうするかは市が責任をもって対応するというスタンス

を取っています。  

その代わり、見解の相違につきましては、各部局で責任をもって説明することにし

ています。 

越谷市においても、今後「外部評価」を実施するとすれば、内部の評価と外部の評

価の間にギャップがでてくるはずでありまして、これに対してどのような対応をして

いくべきか考える必要があります。 

名古屋市の評価の流れは、昨年度は、まず、6 月から 8 月にかけて、所管局による

前年度事業の「所管局評価」、次に行政評価の所管局である総務局が学識経験者の助
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言をもらいながら「総務局評価」、いわゆる「2 次評価」を実施し、議会やホーム

ページなどで市民に公表し、その結果を踏まえて翌年度の予算に反映させるというも

のでありましたが、今年度は前述の「外部評価」を導入したことから、「総務局評

価」は廃止し、総務局は外部評価の事務局に徹しているとのことです。 

また、名古屋市は今年度から部局ごとへの配分予算を実施し、評価結果に基づいた

予算の調製を行なう予定とのことです。 

 

(2) 三重県 

三重県は、行革を公約に当選した北川知事のもと、平成 8 年度から事務事業評価シ

ステムを導入し、初年度から 3,000の事業全てを評価しています。 

平成 8 年度から 10 年度までの 3 年間で、様々な問題点が発生し、改良を加え、平

成 12 年度から平成 14 年度にかけて総合振興計画事業と評価対象事業を完全に一致さ

せています。  

これは計画、予算、定数等を相互に関連づけ効率的効果的な行政運営を行っていく

ために整理すべき重要な課題の 1 つであり、この点において、越谷市は、今年度の

「事業別予算」の導入に際して、財政課、企画課、事務管理課の関係 3 課で数回会議

を開き、事業のくくりを一致させるべく調整を行い、整理をしたところです。 

さらに三重県は、今年度「評価システム」を改良し、「三重政策推進システム」を

整備しております。これは総合計画である「くにづくり宣言」が計画どおり進められ

ているか確認し、「ヒト、モノ、カネ、情報」といった経営資源を最適に配分してい

くためのツールという位置付けとのことです。 

この政策推進システムの中身ですが、4 月から 5 月にかけて、まず「担当者」が

「事務事業評価表」を作成し、それを受けて「マネージャー」が「基本事業評価表」

を作成、最後に「統轄マネージャー」が「施策評価表」を作成し、前年度事業の成果

の確認と検証を行ないます。その結果は、知事のビジョンとしての「三重のくにづく

り白書」としてまとめ、7 月頃公表します。また、事務事業評価表も全て公表されま

す。 

さらに、県民のニーズを把握するための手段として、2 年に 1 度、4 月から 6 月に

かけて「県民 1 万人アンケート」を実施し、各施策「満足度」と「重要度」を計測し
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ております。「満足度」が低く、「重要度」が高い施策は重点的に取り組むべき施策

として捉えるとのことです。 

行政評価には施策等の成果をいかに把握するかが重要ですが、三重県は 67 ある施

策のうち、20 項目が数値化するのが困難であることから、毎年 2 月に「県民意識基

礎調査」を実施することでそれを補っています。 

この点については、越谷市で言えば、広報広聴課や事務管理課の統計担当の役割が

今後ますます重要になろうかと思われます。 

8 月から 9 月にかけまして、知事と部局長級からなる「県政戦略会議」において、

先ほどの「三重のくにづくり白書」や各種評価の結果を踏まえ、「翌年度県政運営戦

略（案）」、「予算調製方針」、「組織定数調整方針」を策定します。 

これらを受けて、9 月に「統轄マネージャー」から「マネージャー」、「マネー

ジャー」から「担当者」の順で当初予算目的の評価表を作成し、１２月に評価表

（案）と予算要求状況として公表されます。それをもとに当初予算編成、職員定数配

分を実施し、当初予算案として議会に提案されます。 

ちなみに、三重県は、昨年度の報告書にも明記しているように、部局ごとではなく、

政策ごとに予算を配分しており、政策ごとの統轄マネージャーが責任をもち予算の調

製を行っております。 

三重県の「政策推進システム」の大まかな流れは以上ですが、三重県は住民や議会

との関係においては、対話あるいは説明のためのツールとして、行政内部においては、

予算や定数管理のためのツールとして、さらには、トップの政策判断のためのツール

としてこれをうまく活用しています。 
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――――――― 愛知県名古屋市・調査事項（詳細）―――――――――――――― 

(1) 平成 14年度までの取組み 

 

◆平成 11年度 試行 企画経理課等において研究会的に実施 

◆平成 12年度 試行 

◆平成 13年度 本格導入 

1 課 1 事業 課長が主要な事業を１つ選ぶという方式。区役所や出先機関でも課長

の所で 1 事業を選択。9 月「財政健全化計画」の公表を機に急展開。一般財源を投入

（1億円以上）している事業（100事業）を追加で評価し、総計 857事業評価した。 

 

(2) 外部評価 

 

名古屋市では平成 14 年度に「外部評価委員会」を設置した。関西学院大学産業研

究所の石原俊彦教授が委員長を務めている。 

市側と委員側でヒアリングを行い実施。委員は 2 人 1組 3 班体制で、1班は約 2日

かけている。さらに、市側の反論のための再ヒアリングを実施した。 

平成 15 年度は評価対象事業が約 2 倍になる（全事務事業：約 2,000 事業）ため、

評価方法は変更しない予定である。他の自治体では、京都市が実施している。 

 

 

 

 

 

①  評価の対象事業  

1,398 事業のうち 956 事業を外部評価の対象とした。市の裁量が働く事業を対象

にした。 

②  外部評価の方法  

全て Aから Dまでの評価とコメントを入れた。 

≪外部評価委員会≫ 
・学識経験者、弁護士、税理士、行政経験者 6名 
・要綱で設置 
・報酬 1日 13,000円 これは報酬の最低ライン 
・交通費は市外の人のみ実費 
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市の評価と外部評価の結果にギャップがあるものについては、全てコメントが付

してある。 

 

③  評価後の対処法 

外部評価は、あくまでも 1 つの意見として捉え、見直し等は最終的には市が責任

をもって決定する。 

 

≪名古屋市の外部評価の流れ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④  外部評価の課題 

外部の人が、市の細かい事務事業を逐一勉強して評価することに対しての疑問の

声が多かった。もっと高いところ（政策、施策）から客観的に評価する方がいいの

ではという意見があった。 

□ 細かく地道な作業であるということ。 

□ 時間がかかること。 

 

 

 

市 
 

外部評価委員会 
② ヒアリング実施 

① まず、外部評価委員会のメンバーに評価の視点の確認をしてもらった。 

③ 外部評価結果 

④ 評価結果をどうしていくかは市が責任をもって対応する。 

内部評価結果 
市の評価と委員会の評価が違い場合

は、見解の相違として受け止める。 

⑤ 評価結果にギャップがあるものは市民に対してきちんと説明する必要がある（各局対応）。 

市民
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(3) その他 

①  事業のくくり 

事業は費目ごとにし、目的別予算のくくりとした（平成 14 年度）。実際は、

各事業ともそれぞれくくりのレベルがちがう。 

②  事業数 

予算事務事業→約 2,000事業、実施計画上の事業→約 600事業  

それぞれドッキングさせるのに苦労した。 

③  評価の主体 

所管課長の「自己評価」＋外部評価委員の「外部評価」：総務局行政システム部

行政経営室が事務局→総務局の「2次評価」は廃止 

④  ヒアリング 

評価するときには事前にヒアリングをする。 

 

 

 

 

⑤  評価表 

平成 14 年度にこれまでの評価表をコンパクトなものに変更した（項目を絞っ

た：2枚→1枚）。理由は評価対象数が増えると冊子も分厚くなってしまうから。 

 

           従来型＝2枚                  改良後＝1枚 

 

 

 

⑥  コスト  

コスト計算は事業費のみ。人件費等は入っていない。 

⑦  電算システム 

今のところ電算化はしていない。エクセルで作成したものをメールや紙媒体

（メールを送れない部署もあるため）で送信（送付）している。集め方も同じ。 

 

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

所管局 総務局 ヒアリング 
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⑧  実施計画との関連 

事業の見直しをするという観点から実施計画対象事業だけにすると、実施計画事

業は市の重要事業なので、これらを見直しするということ自体には気を使う。実施

計画の進行管理と行政評価は別々に実施している。 

 

⑨  他課との関係 

(a) 監査との関係  

行政評価の結果を取り入れた監査をしたいとの話があるが、現時点ではまだ調

整できていない。三重県は監査委員の評価も行政評価に取り入れようとしている。 

(b) 財政との関係  

 財政課との係りが一番多い。平成 14 年度（今年度）から各局への配分予算

（平成 15 年度の当初予算）を開始した。各局は評価結果を参考にしながら局内

での予算の調製をする。 

 

≪他課との関係≫ 

 

 

 

 

≪配分予算の概念図≫ 

 

 

                            《評価結果》 

 

 

 

 

 

  

 

総務局 監査 

財政 

現時点では関係薄い。 

財政 

C局 B局 A局 

財源の配分 **********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********

**********
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⑩  行政評価の担当者 

平成 13年度は 8人（内主幹 3人） 

⑪  行政評価を進める上で重要なこと 

一番重要なことは職員の意識改革である。当初は「行政評価って何？」という

レベルであった。試行はしていたが、「浸透」はしていなかった。まずは庁内的

な理解を深める必要があった。 

 

 

 

――――――――――― 三重県・調査事項（詳細）―――――――――――――― 

 

(1) 平成 14年度までの取組み 

 

◆平成 7年度  

行政改革がテーマ（公約）の北川知事が当選。 

◆平成 8年度  

行政評価実施 

さわやか運動＝職員の意識改革＝事務事業評価システムを基幹とした。 

3,000の事業全てを対象とし、一気に導入した。 

◆平成 11年度  

8、9、10 年度と 3 ヵ年実施する中で、様々な問題点が発生した。従来は、決算時

期に評価表を作成していたが、以下の問題点が指摘された。 

 

① 予算を取るために評価表を作成している。 

② 事後評価ではなく時中評価である。 

③ 予算編成と重なり大変である。 
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よって作成時期を下図のように変更した。 

 

（ 従 来 )
4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3

（ 変 更 後 ）
4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3

前 年 度 評 価 表 当 初 予 算 目 的 評 価 表

評 価 表 作 成 時 期

評 価
表
* * * * * * * *

* * * * * * * *

予 算

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

予 算

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

* * * * * * * *

 

 

 

◆平成 12年度～平成 13年度 

当初、総合振興計画の事業のくくりと行政評価の事業のくくりが違っていたため、

二重の管理となり、変更する必要があった。12 年度から 14 年度にかけて一致させる

作業を行った。予算の事業単位と評価の事業単位は完全に一致させた。 

事務事業の評価結果を公表しても意見がほとんど集まらないため、評価結果をもと

に「三重のくにづくり白書」を毎年作成し、分かり易く情報提供できるようにした。 

 

◆平成 14年度  

グレードアップ：「評価システム」→「三重政策推進システム」の整備 

「三重政策推進システム」は「くにづくり宣言」が計画どおり進められているか、

行政運営をマネジメントしていくためのツールという位置付け。マネジメントの中心

は基本事業の評価表。 

 

 【予算】＋【実施計画】＋【評価システム】＋【人事評価】＋【広報広聴】 
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(2) 評価制度等の特徴 

 

①  目的からの評価 

◆目的を達成できたかどうかという目的からの評価が特徴。 

◆数値だけでは評価はしない（できない）。分かりやすさの観点から採用しているだ

け。 

◆定性的評価が主である。 

◆事業を減らすことを目的とはしていない。 

◆上位施策の目的が達成されれば、その下の事業は全て廃止する。 

 
目標管理の手法
施策

基本事務事業

事務事業

この目的（目標）が達成されていれば、この下の基本
事務事業以下は止めてしまっていい。

この目的（目標）が達成されていれば、この下の
事務事業は止めてしまっていい。

 

 

 
三 重 県 越 谷 市

施 策

事 務 事 業

基 本 事 務 事 業

政 策

大

事 務 事 業

小

大 綱

中

小

第 二 期 実 施 計 画 策 定 に 合 せ て 、 こ の 部 分 の 見 直 し を 行 っ た 。 こ
こ よ り 上 （政 策 ・施 策 ： １ ０ 年 間 の 計 画 ）は い じ れ な い 。
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②  評価表の作成 

 

〇秋（9月）の評価表：施策から順に作成 〇3月、4月の評価表：事務事業から作成 

                                →予算中心 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  組織について 

 

施策体系に基づいた組織にしようとしたが、現実は様々な弊害がある（① 国の組

織との関係や② 効率性の問題等）。したがって、部局は従来どおりで、完全な施策

体系の組織ではない。 

 

④  アンケートの実施 

事業の成果（アウトカム）指標をいかに設定するかについて平成 12 年度、13 年度

と議論した。県だけでは数値をとれないため、アンケート調査でとるようにした。 

 

 4月から 5月  

「県民 1 万人アンケート」（2 年に 1 度）各施策の「満足度」と「重要度につい

て。 

 2月 

「県民意識基礎調査」（毎年）67 の施策のうち 20 項目が数値化されておらず、

その部分をアンケートで補っている。 

 

①施策 

②基本事務事業 

③事務事業 

③施策 

②基本事務事業 

①事務事業 

統括マネージャー 

マネージャー 

担      当 
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≪アンケートの分析方法例≫ 

重 要 度

高 い

低 い

低 い 高 い 満 足 度

重 要 度 が 高 く 、 満 足 度 が 低 い も
の に つ い て は 重 点 的 に 取 り 組
ま な け れ ば な ら な い 。

 

 

（４）電算関連 

NTT データアプレイザルというシステムを導入している。予算システムとの連携は

現時点ではない。平成 14年度に検討することにしている。 

 

 

 

 

 

(3) 課題 

 

政策、施策間での優先順位はつけられるか。また政策ごとの財政フレームに知事の

考えを反映できるか。現在はできない状況である。海外でも今のところ事例がない。 

 

知 事 の 考 え （ 方 針 ）

政
策
１

政
策
２

政
策
７政

策
６

政
策
５

政
策
４

政
策
３

 

その代わりに、新価値創造予算（20 億）をプールして、三役前でのプレゼンテー

ションによる分捕り合戦を実施している。 

 

財務会計システム 行政評価システム 

現時点では反映していない。 

CSVファイル 
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(4) その他 

 

フリーアドレス：机が決まっていない。例）生活部、東京事務所 

 

【自分のパソコン＋キャビネット】 

 
自席は決まっておらず、その日の仕事にあ

わせて移動する。 

三役 各部局 プレゼンテーション 

新価値創造予算（20億） 
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7.  越谷市行政評価制度検討委員会準備会議設置及び運営要領 

 

 （設置） 
第 1 条 越谷市の行政評価制度の確立に向け、評価の試行、課題の整理等を行なうため、越谷市
行政評価制度検討委員会準備会議（以下「準備会議」という。）を設置する。 
 （所掌事項） 
第 2条 準備会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 行政評価制度の確立に向けての評価の試行及び課題の整理 
 (2) その他行政評価制度の確立のために必要な事項 
 （構成） 
第 3条 準備会議は、次に掲げる者をもって構成する。 

(1) 企画部次長 
(2) 企画部企画課長 
(3) 企画部企画課、財政課及び事務管理課並びに総務部職員研修室の担当職員 
(4) モデル事業担当課の係長又は係長に相当する職にある者の中から、モデル事業担当課長
が指定するもの 
 （議長等） 
第 4条 準備会議に議長及び副議長を置く。 
2 議長は企画部次長をもって充て、副議長は企画部企画課長をもって充てる。 
3 議長は、準備会議を代表し、準備会議を統括する。 
4 副議長は、議長を補佐し、議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、その職務を代
理する。 
 （準備会議の招集等） 
第 5条 準備会議は、議長が必要に応じ招集する。 
2 議長は、必要があると認めるときは、第 3 条に規定する準備会議の構成員以外の者を、準備
会議に出席させることができる。 
 （顧問等） 
第 6条 準備会議に顧問等を置くことができる。 
 （庶務） 
第 7条 準備会議の庶務は、企画部企画課において処理する。 
 （委任） 
第 8条 この要領に定めるもののほか準備会議に関し必要な事項は、企画部次長が定める。 
   附 則 
 この要領は、平成 14年 8月 29日から施行する。 
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8.  越谷市行政評価制度検討委員会準備会議の構成 

(1) 準備会議構成メンバー 

 所   属 職 名 氏   名 役 職 

企画部 次 長 上   信行 議 長 

企画部企画課 課 長 矢部  正平 副議長 

秘書室秘書課 副主幹 森田  陽次  

秘書室広報広聴課 主 査 吉岡  正次  

企画部企画課 副主幹 横川   清  

企画部財政課 副主幹 黒田  祐一  

企画部事務管理課 副主幹 立澤   悟  

総務部人事課 主 査 山崎 潤一郎  

総務部職員研修室 副主幹 植田  春夫  

市民部市民生活課 主 査 田村 征一郎  

健康福祉部障害福祉課 主 査 遊間 美知子  

児童福祉部児童福祉課 主 査 渡辺  敏男  

児童福祉部保育課 主 査 戸辺   真  

環境経済部環境資源課 係 長 小林   豊  

環境経済部環境保全課 副主幹 横山  藤一  

環境経済部交通防災課 係 長 松木  光雄  

環境経済部商業観光課 主 査 中島   薫  

建設部道路課 主 査 松本 祐太郎  

建設部治水課 係 長 鈴木  忠臣  

都市整備部公園緑地課 主 査 小川   正  

教育総務部総務課 係 長 岡田  大人  

教育総務部指導課 主 査 広瀬  仁郎  

生涯学習部社会教育課 係 長 渡辺  定夫  

生涯学習部生涯学習センター 係 長 川井  道夫  

企画部企画課 主 事 野口   毅  
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(2) モデル事業担当課長 

所 属 等 氏   名 

企画部企画課長 矢部  正平 

秘書室秘書課長 川島   衛 

秘書室広報広聴課長 程塚   昇 

企画部副参事（兼）事務管理課長 浅子   正  

総務部副参事（兼）人事課長 中村  常治 

総務部職員研修室長 江原  賢治 

市民部市民生活課長 千葉 登代子 

健康福祉部障害福祉課長 島村  敏仁 

児童福祉部児童福祉課長 会田  孝顕 

児童福祉部保育課長 福澤  辰幸 

環境経済部環境資源課長 松枝  洋一 

環境経済部環境保全課長 深井  秀夫 

環境経済部交通防災課長 大熊  貞夫 

環境経済部商業観光課長 長本  哲夫 

建設部道路課長 山口  淳一 

建設部副参事（兼）治水課長 田中  義康 

都市整備部公園緑地課長 内田  武治 

教育総務部総務課長 豊田  正明 

教育総務部指導課長 加藤  寛司 

生涯学習部社会教育課長 那倉  保夫 

生涯学習部副参事（兼）生涯学習センター所長 福井  一雄 
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(3) 準備会議事務局メンバー 

 

 

所   属 

 

 

職 名 

 

氏   名 

 

役 職 

企画部 次 長 上   信行 議 長 

企画部企画課 課 長 矢部  正平 副議長 

企画部企画課 副主幹 横川   清  

企画部財政課 副主幹 黒田  祐一  

企画部事務管理課 副主幹 立澤   悟  

総務部職員研修室 副主幹 植田  春夫  

企画部企画課 主 事 野口   毅  

 

(4) 導入支援 

 

所  属 職 名 氏  名 
監 査 法 人 ト ー マ ツ 
ﾊ ﾟ ﾌ ﾞ ﾘ ｯ ｸ ｾ ｸ ﾀ ｰ 

代表社員 
公認会計士 酒井   清 

監 査 法 人 ト ー マ ツ 
ﾊ ﾟ ﾌ ﾞ ﾘ ｯ ｸ ｾ ｸ ﾀ ｰ 

マネージャー 
公認会計士 谷沢 実佐子 

監 査 法 人 ト ー マ ツ 
ﾊ ﾟ ﾌ ﾞ ﾘ ｯ ｸ ｾ ｸ ﾀ ｰ 専門研究員 壬生  裕子 

㈱アイネス 公共システム本

部 
ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 設 計 部 

課長 岡本 眞智子 

㈱アイネス 公共システム本

部  
ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 開 発 部 

 山口  明子 

㈱アイネス 公共システム本

部  
ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 開 発 部 

 伊藤   修 

 


